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(57)【要約】
液晶パネル（表示装置）１１は、画像を表示可能な表示
部ＡＡと、表示部ＡＡ外の非表示部ＮＡＡと、少なくと
も非表示部ＮＡＡに配されて光を遮る遮光層（遮光部）
１１ｉと、非表示部ＮＡＡにおいて複数が間欠的に並列
する形で配される信号配線接続配線部（幅狭配線部）２
９と、非表示部ＮＡＡに配されて信号配線接続配線部２
９に比べて線幅が広く且つ部分的に開口部３４が形成さ
れてなる共通電極接続配線部（幅広配線部）３０と、を
備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像を表示可能な表示部と、
　前記表示部外の非表示部と、
　少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮光部と、
　前記非表示部において複数が間欠的に並列する形で配される幅狭配線部と、
　前記非表示部に配されて前記幅狭配線部に比べて線幅が広く且つ部分的に開口部が形成
されてなる幅広配線部と、を備える表示装置。
【請求項２】
　前記幅広配線部は、その面積と前記開口部の面積との比率が、前記幅狭配線部の面積と
隣り合う前記幅狭配線部の間に有される開口部位における面積との比率とほぼ等しくなる
よう形成されている請求項１記載の表示装置。
【請求項３】
　前記幅広配線部は、前記開口部によって区分されることで複数が間欠的に並列する形で
配される区分配線部からなる請求項１または請求項２記載の表示装置。
【請求項４】
　前記幅広配線部は、前記区分配線部の線幅が前記幅狭配線部の線幅と等しく、且つ隣り
合う前記区分配線部の間の間隔が隣り合う前記幅狭配線部の間の間隔と等しくなるよう形
成されている請求項３記載の表示装置。
【請求項５】
　前記幅広配線部は、隣り合う前記区分配線部同士を短絡する短絡部を備えている請求項
３または請求項４記載の表示装置。
【請求項６】
　前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜と、
を備えており、
　前記幅狭配線部は、前記配向膜と平面に視て少なくとも一部が重畳するよう配されるの
に対し、前記幅広配線部は、前記配向膜と平面に視て重畳する配向膜重畳部と、前記配向
膜と平面に視て非重畳とされる配向膜非重畳部とを含むとともに、少なくとも前記配向膜
重畳部に前記開口部が形成された構成とされる請求項１から請求項５のいずれか１項に記
載の表示装置。
【請求項７】
　前記一対の基板間に介在するとともに前記液晶層を取り囲む形で配されることで前記液
晶層を封止するシール部を備えており、
　前記シール部は、光硬化性樹脂からなるのに対し、前記配向膜非重畳部は、前記シール
部と平面に見て重畳するシール重畳部と、前記シール部と平面に視て非重畳とされるシー
ル非重畳部とを含むとともに、このうちの前記シール重畳部には前記シール部を硬化させ
るための光を透過するシール用開口部が選択的に形成されている請求項６記載の表示装置
。
【請求項８】
　前記一対の基板のうち、一方の基板における前記液晶層側の板面には、前記幅狭配線部
及び前記幅広配線部と共に少なくとも画素電極が形成されているのに対し、他方の基板に
おける前記液晶層側の板面には、前記遮光部と共に少なくとも前記画素電極と対向する共
通電極が形成されており、
　前記幅広配線部は、前記シール非重畳部が前記共通電極に対して電気的に接続されてい
る請求項７記載の表示装置。
【請求項９】
　前記非表示部には、外部の信号供給源から供給される入力信号を処理して生成した出力
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信号を前記表示部に出力する信号処理部が、間隔を空けて複数備えられており、
　前記幅狭配線部は、前記信号処理部と前記表示部とを繋ぐ形で形成されることで前記出
力信号を前記表示部に伝送することが可能とされるとともに、それぞれの前記信号処理部
から前記表示部に向けて扇状に広がるよう引き回されており、
　前記幅広配線部は、隣り合う前記信号処理部からそれぞれ引き回される前記幅狭配線部
の間に挟み込まれる形で配されている請求項１から請求項８のいずれか１項に記載の表示
装置。
【請求項１０】
　前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜と、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部において前記幅狭配線
部及び前記幅広配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記液晶層に含まれる
前記液晶分子を非配向とする液晶非配向部と、を備える請求項１から請求項５のいずれか
１項に記載の表示装置。
【請求項１１】
　画像を表示可能な表示部と前記表示部外の非表示部とに区分される一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面の前記表示部に配されるとともに前記液晶
層に含まれる液晶分子を配向する一対の液晶配向部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮
光部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における前記非表示部において複数が間欠的に並列する
形で配される配線部と、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部において少なくとも前
記配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記液晶層に含まれる前記液晶分子
を非配向とする液晶非配向部と、を備える表示装置。
【請求項１２】
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて少なくとも前記表示部に配さ
れる一対の配向膜を備えており、
　前記液晶配向部は、前記一対の配向膜における前記表示部に配される部分により構成さ
れているのに対し、前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記液晶層側の板
面に、前記一対の配向膜の少なくともいずれか一方が前記配線部と平面に視て非重畳とな
る範囲に選択的に配されることで前記配向膜の配置されない配向膜非配置領域が有されて
いて、前記液晶非配向部は、前記配向膜非配置領域からなる請求項１１記載の表示装置。
【請求項１３】
　前記一対の配向膜は、前記表示部と前記非表示部とに跨る形で配されており、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部には、前記一対の配向
膜と平面に視て重畳し且つ前記配線部よりも前記表示部側に配されるとともに光を遮る第
２の遮光部が形成されている請求項１２記載の表示装置。
【請求項１４】
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配される一対の配向膜を備えており、
　前記一対の配向膜における前記表示部に配される部分が配向処理を成された配向処理部
とされるのに対し、前記一対の配向膜の少なくともいずれか一方における前記非表示部に
配され且つ少なくとも前記配線部と平面に視て重畳する部分が配向処理がなされない配向
非処理部とされており、
　前記液晶配向部は、前記配向処理部からなるのに対し、前記液晶非配向部は、前記配向
非処理部からなる請求項１１記載の表示装置。
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【請求項１５】
　前記一対の配向膜は、前記一対の基板における平面に視た形成範囲が同一とされており
、
　前記液晶非配向部は、前記一対の基板にそれぞれ配されている請求項１２から請求項１
４のいずれか１項に記載の表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、液晶表示装置を構成する主要部品である液晶パネルは、次のような構成とされる
。すなわち、液晶パネルは、一対の透明基板間に液晶を挟持させるとともに、その液晶の
周りにシール部を取り囲むよう形成することで液晶を封止している。一対の透明基板のう
ちの一方の透明基板には、スイッチング素子であるＴＦＴ、画素電極、及び各信号配線な
どが形成されているのに対し、他方の透明基板には、カラーフィルタ、共通電極、及びブ
ラックマトリクスなどが形成されている。このような構成の液晶パネルには、背面側に配
されたバックライト装置から照明光が供給されることで、画像を表示することが可能とさ
れるのであるが、液晶パネルにおけるシール部の周辺にはブラックマトリクスが形成され
ていないため、バックライト装置からの光が漏れるという問題があった。このような問題
を解決するため、下記特許文献１に記載された技術が提案されている。この特許文献１に
は、ブラックマトリクスがシール部の付近に配置されない構成を前提とし、一方の透明基
板における液晶側の面に、金属層からなる遮光層をシール部の付近に配置する構成が記載
されており、遮光層によってシール部の付近を遮光することで、バックライト装置からの
照明光の漏れを防止するようにしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－３３８４７４号公報
【０００４】
（発明が解決しようとする課題）
　上記した特許文献１では、遮光のために金属層からなる遮光層を追加しているため、遮
光層が他の配線などに対して寄生容量を形成する、という問題が生じるおそれがある。そ
こで、金属層からなる遮光層に代えてブラックマトリクスをシール部の付近にまで拡張し
て形成することで、シール部の付近における遮光性を確保することが考えられる。ここで
、ブラックマトリクスは、その厚さを増すほど遮光性能が高くなるものの、そうすると平
坦性が悪化したりセルギャップ不良が発生する、などの問題が懸念される。それ以外にも
、上記ブラックマトリクスに含有させる遮光性材料の濃度を高めるほど遮光性能が高くな
るものの、例えばブラックマトリクスに感光性樹脂材料を含有させていてフォトリソグラ
フィ法によりブラックマトリクスをパターニングしていた場合には、遮光性材料の濃度が
高くなり過ぎると、感光性樹脂材料の感度が低下してしまい、ブラックマトリクスの形成
が困難になるという問題が生じる。このような事情から、上記ブラックマトリクスの厚さ
や遮光性材料の濃度を十分に確保できなくなる場合があり、そうなると遮光性能が不十分
となってブラックマトリクスを光が透過し易くなることで、ブラックマトリクスと重畳す
る位置に配置されていた配線などが使用者に影として見えてしまって外観が悪化する、と
いった事態が発生することが懸念される。特に、液晶に電圧が印加されないときに光の透
過率が最大となるノーマリホワイトモードの液晶パネルにおいては、シール部の付近では
画素電極が存在しないために液晶における光の透過率が常に最大となっていて光漏れが発
生し易く、上記のような影が視認されて外観が悪化することが懸念されていた。
【０００５】
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　さらには、上記したブラックマトリクスと重畳する配線に、例えば各信号配線に接続さ
れる信号配線接続配線部と、共通電極に接続される共通電極接続配線部とが含まれていた
場合には、信号配線接続配線部が多数本間欠的に並列する形で配されているのに対して、
共通電極接続配線部がベタ状のパターンとして配されているため、ブラックマトリクスの
透過光が信号配線接続配線部に関しては一部が透過するのに対して、共通電極接続配線部
に関しては殆ど透過しないことから、特に共通電極接続配線部が影として使用者に見え易
くなってしまい、外観が著しく悪化することが懸念されていた。
【発明の概要】
【０００６】
　本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、外観を改善することを
目的とする。
【０００７】
（課題を解決するための手段）
　本発明の第１の表示装置は、画像を表示可能な表示部と、前記表示部外の非表示部と、
少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮光部と、前記非表示部において複数が間欠
的に並列する形で配される幅狭配線部と、前記非表示部に配されて前記幅狭配線部に比べ
て線幅が広く且つ部分的に開口部が形成されてなる幅広配線部と、を備える表示装置。
【０００８】
　このようにすれば、画像を表示可能な表示部外の非表示部には、光を遮る遮光部が配さ
れることで、幅狭配線部及び幅広配線部が当該表示装置の使用者に視認され難くなってい
る。ところで、遮光部における遮光性能が不十分となり、光が遮光部を透過した場合には
、幅狭配線部は、複数が間欠的に並列する形で配されているため、隣り合う幅狭配線部の
間を光が透過することになる。これに対し、仮に幅広配線部が開口部を有することのない
ベタ状のパターンとして形成されていた場合には、幅広配線部を光が透過することが殆ど
なく、幅狭配線部との間で透過光量に差が生じてしまい、結果として当該表示装置の使用
者に幅広配線部が影として見え易くなって外観が悪化することが懸念される。その点、幅
広配線部には、部分的に開口部が形成されているので、その開口部を通して幅狭配線部と
同様に光が透過するようになっている。これにより、当該表示装置の使用者に幅広配線部
が特に影として見えるような事態が生じ難くなり、もって外観が良好に保たれる。また、
光漏れを防止するため、例えば遮光のための金属材料からなる遮光部を追加した場合には
、その遮光部が幅狭配線部や幅広配線部と寄生容量を形成する、などの問題が生じるおそ
れがあるものの、上記したように幅広配線部に部分的に開口部を形成する構成を採れば、
そのような問題が生じるのを回避することができる。
【０００９】
　本発明の第１の表示装置の実施態様として、次の構成が好ましい。
（１）前記幅広配線部は、その面積と前記開口部の面積との比率が、前記幅狭配線部の面
積と隣り合う前記幅狭配線部の間に有される開口部位における面積との比率とほぼ等しく
なるよう形成されている。このようにすれば、幅広配線部により遮光される光量と、複数
の幅狭配線部により遮光される光量とが等しくなるとともに、幅広配線部の開口部を透過
する光量と、隣り合う幅狭配線部の間に有される開口部位を透過する光量とが等しくなる
ので、当該表示装置の使用者には幅広配線部と幅狭配線部とが同等に見え易くなり、もっ
て外観の改善に一層有効となる。
【００１０】
（２）前記幅広配線部は、前記開口部によって区分されることで複数が間欠的に並列する
形で配される区分配線部からなる。このようにすれば、幅広配線部をなす区分配線部は、
開口部によって区分されることで、幅狭配線部と同様に複数が間欠的に並列する形で配さ
れているので、当該表示装置の使用者には幅広配線部と幅狭配線部とが同等に見え易くな
り、もって外観の改善により好適とされる。
【００１１】
（３）前記幅広配線部は、前記区分配線部の線幅が前記幅狭配線部の線幅と等しく、且つ
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隣り合う前記区分配線部の間の間隔が隣り合う前記幅狭配線部の間の間隔と等しくなるよ
う形成されている。このようにすれば、幅広配線部をなす複数の区分配線部により遮光さ
れる光量と、複数の幅狭配線部により遮光される光量とが等しくなるとともに、隣り合う
区分配線部の間に有される開口部を透過する光量と、隣り合う幅狭配線部の間に有される
開口部位を透過する光量とが等しくなるので、当該表示装置の使用者には幅広配線部と幅
狭配線部とが同等に一層見え易くなり、もって外観の改善に一層有効となる。
【００１２】
（４）前記幅広配線部は、隣り合う前記区分配線部同士を短絡する短絡部を備えている。
このようにすれば、短絡部により隣り合う区分配線部同士を短絡することで、例えば複数
の区分配線部のうちのいずれかに断線が生じた場合でも短絡部によって断線した区分配線
部に対する隣り合う区分配線部の電気的な接続を維持することができ、また幅広配線部に
係る配線抵抗を低くすることができる。
【００１３】
（５）前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、前記一対の基板間に
挟持される液晶層と、前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示
部と前記非表示部とに跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向す
る一対の配向膜と、を備えており、前記幅狭配線部は、前記配向膜と平面に視て少なくと
も一部が重畳するよう配されるのに対し、前記幅広配線部は、前記配向膜と平面に視て重
畳する配向膜重畳部と、前記配向膜と平面に視て非重畳とされる配向膜非重畳部とを含む
とともに、少なくとも前記配向膜重畳部に前記開口部が形成された構成とされる。このよ
うにすれば、一対の基板における液晶層の板面に一対の配向膜がそれぞれ形成されること
で、液晶層に含まれる液晶分子が適切に配向されるようになっており、液晶層に印加する
電圧により液晶層の透過光量を制御することが可能とされる。一対の配向膜は、表示部と
非表示部とに跨る形で配されているので、仮に製造過程で配向膜の形成位置が位置ずれし
た場合でも表示部に配置される確実性が高いものとされる。配向膜によって配向された液
晶層を透過する光は、その一部が、少なくとも一部が配向膜と平面に視て重畳する幅狭配
線部の間を透過する。これに対し、幅広配線部には、配向膜と平面に視て重畳する配向膜
重畳部と、配向膜と平面に見て非重畳とされる配向膜非重畳部とが含まれており、このう
ちの配向膜重畳部に開口部が形成されているから、配向膜によって配向された液晶層を透
過する光は、その一部が、配向膜重畳部に形成された開口部を透過する。これにより、幅
広配線部が影として使用者に見え難くなり、もって当該表示装置の外観が良好に保たれる
。
【００１４】
（６）前記一対の基板間に介在するとともに前記液晶層を取り囲む形で配されることで前
記液晶層を封止するシール部を備えており、前記シール部は、光硬化性樹脂からなるのに
対し、前記配向膜非重畳部は、前記シール部と平面に見て重畳するシール重畳部と、前記
シール部と平面に視て非重畳とされるシール非重畳部とを含むとともに、このうちの前記
シール重畳部には前記シール部を硬化させるための光を透過するシール用開口部が選択的
に形成されている。このようにすれば、一対の基板間に挟持された液晶層は、一対の基板
間に介在するとともに液晶層を取り囲む形で配されるシール部によって封止されている。
シール部は、光硬化性樹脂からなるため、製造過程において光が照射されることで硬化さ
れるようになっている。ここで、配向膜非重畳部には、シール部と平面に見て重畳するシ
ール重畳部と、シール部と平面に見て非重畳とされるシール非重畳部とが含まれており、
このうちのシール重畳部にはシール用開口部が選択的に形成されることで、製造過程にお
いてシール部を硬化させるための光がシール重畳部におけるシール用開口部を通してシー
ル部へと照射されるようになっている。これにより、配向膜非重畳部にシール重畳部が含
まれていてもシール部を適切に硬化させることができる。また、配向膜非重畳部のうちの
シール非重畳部には、シール用開口部が形成されないから、幅広配線部の面積を確保する
上で好ましく、それにより幅広配線部における配線抵抗の低減などを図る上で好適となる
。
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【００１５】
（７）前記一対の基板のうち、一方の基板における前記液晶層側の板面には、前記幅狭配
線部及び前記幅広配線部と共に少なくとも画素電極が形成されているのに対し、他方の基
板における前記液晶層側の板面には、前記遮光部と共に少なくとも前記画素電極と対向す
る共通電極が形成されており、前記幅広配線部は、前記シール非重畳部が前記共通電極に
対して電気的に接続されている。このようにすれば、一方の基板における液晶層側の板面
に形成された画素電極と、他方の基板における液晶層側の板面に形成された共通電極との
間に電位差を生じさせることで、液晶層をなす液晶分子の配向状態を制御して光の透過光
量を制御することができる。幅広配線部のうち、シール部とは非重畳とされるシール非重
畳部には、開口部が形成されていないので、共通電極に対して電気的に接続する上で高い
接続信頼性を得ることができる。
【００１６】
（８）前記非表示部には、外部の信号供給源から供給される入力信号を処理して生成した
出力信号を前記表示部に出力する信号処理部が、間隔を空けて複数備えられており、前記
幅狭配線部は、前記信号処理部と前記表示部とを繋ぐ形で形成されることで前記出力信号
を前記表示部に伝送することが可能とされるとともに、それぞれの前記信号処理部から前
記表示部に向けて扇状に広がるよう引き回されており、前記幅広配線部は、隣り合う前記
信号処理部からそれぞれ引き回される前記幅狭配線部の間に挟み込まれる形で配されてい
る。このようにすれば、間隔を空けて配される複数の信号処理部からそれぞれ表示部に向
けて扇状に広がるように引き回される幅狭配線部によって信号処理部にて生成された出力
信号が表示部へと伝送される。幅広配線部が隣り合う信号処理部からそれぞれ引き回され
る幅狭配線部の間に挟み込まれる形で配された配置構成においては、幅狭配線部と幅広配
線部とで透過光量に差が生じると、当該表示装置の外観が著しく悪化することが懸念され
るものの、上記したように幅広配線部に開口部が形成されることで、幅狭配線部と幅広配
線部との間に生じ得る透過光量の差を緩和することができ、それにより当該表示装置の外
観を良好なものとすることができる。
【００１７】
（９）前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、前記一対の基板間に
挟持される液晶層と、前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示
部と前記非表示部とに跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向す
る一対の配向膜と、前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部にお
いて前記幅狭配線部及び前記幅広配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記
液晶層に含まれる前記液晶分子を非配向とする液晶非配向部と、を備える。このようにす
れば、遮光部、隣り合う幅狭配線部の間、及び幅広配線部の開口部を光が透過しても液晶
非配向部によって液晶分子が非配向とされることで、当該光が透過し難くなっている。こ
れにより、光漏れが生じ難くなるので、当該表示装置の外観が良好に保たれる。
【００１８】
（１０）前記非表示部に配されて前記幅狭配線部に接続されることで前記幅狭配線部を検
査することが可能な検査配線部を備えており、前記幅広配線部には、前記検査配線部が含
まれていて前記検査配線部に前記開口部が形成されている。このようにすれば、幅広配線
部に含まれる検査配線部に開口部が形成されることで、その開口部を通して幅狭配線部と
同様に光が透過するようになっている。これにより、検査配線部が影として使用者に見え
難くなり、もって当該表示装置の外観が良好に保たれる。
（１１）前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、前記一対の基板間
に挟持される液晶層と、前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて少なく
とも前記表示部に配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向
膜と、を備えており、前記一対の基板間に電圧が印加されない状態で光の透過率が最大と
なるノーマリホワイトモードとされる。このようにすれば、当該表示装置がノーマリホワ
イトモードとされると、一対の基板間に電圧が印加されない状態で光の透過率が最大とな
るため、常に光漏れに伴う外観の悪化が懸念されるものの、幅広配線部に形成された開口
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部、または隣り合う幅狭配線部の間を透過する光が漏れ出しても幅広配線部または幅狭配
線部が影として使用者に視認され難くなり、もって外観の悪化が抑制される。
【００１９】
　本発明の第２の表示装置は、画像を表示可能な表示部と前記表示部外の非表示部とに区
分される一対の基板と、前記一対の基板間に挟持される液晶層と、前記一対の基板におけ
る前記液晶層側の板面の前記表示部に配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を
配向する一対の液晶配向部と、前記一対の基板のいずれか一方における少なくとも前記非
表示部に配されて光を遮る遮光部と、前記一対の基板のいずれか一方における前記非表示
部において複数が間欠的に並列する形で配される配線部と、前記一対の基板の少なくとも
いずれか一方における前記非表示部において少なくとも前記配線部と平面に視て重畳する
形で配されるとともに前記液晶層に含まれる前記液晶分子を非配向とする液晶非配向部と
、を備える表示装置。
【００２０】
　このようにすれば、一対の基板における液晶層の板面の表示部に一対の液晶配向部が配
されることで、液晶層に含まれる液晶分子が適切に配向されるようになっており、液晶層
に印加する電圧により液晶層の透過光量を制御することが可能とされる。一対の基板のい
ずれか一方における画像を表示可能な表示部外の非表示部には、光を遮る遮光部が配され
ることで、同じく非表示部に配された配線部が当該表示装置の使用者に視認され難くなっ
ている。
【００２１】
　ところで、遮光部における遮光性能が不十分となり、光が遮光部を透過した場合には、
配線部は、複数が間欠的に並列する形で配されているため、隣り合う配線部の間を光が透
過して光漏れが生じてしまい、当該表示装置の使用者に配線部が影として視認されること
で当該表示装置の外観が悪化することが懸念される。また、光漏れを防止するため、例え
ば遮光のための金属材料からなる遮光部を追加した場合には、その遮光部が配線部などと
寄生容量を形成する、などの問題が生じるおそれがある。その点、一対の基板の少なくと
もいずれか一方における非表示部には、少なくとも配線部と平面に視て重畳するとともに
液晶層に含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部が配されているから、隣り合う配
線部の間を光が透過しても液晶非配向部によって液晶分子が非配向とされることで、当該
光が透過し難くなっている。これにより、光漏れが生じ難くなるので、配線部が影として
視認され難くなり、もって当該表示装置の外観が良好に保たれる。しかも、上記したよう
に光漏れ防止のために金属材料からなる遮光部を追加する必要がないから、配線部との間
に寄生容量が形成される、などの問題が生じるのを回避することができる。
【００２２】
　本発明の第２の表示装置の実施態様として、次の構成が好ましい。
（１）前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて少なくとも前記表示部に
配される一対の配向膜を備えており、前記液晶配向部は、前記一対の配向膜における前記
表示部に配される部分により構成されているのに対し、前記一対の基板の少なくともいず
れか一方における前記液晶層側の板面に、前記一対の配向膜の少なくともいずれか一方が
前記配線部と平面に視て非重畳となる範囲に選択的に配されることで前記配向膜の配置さ
れない配向膜非配置領域が有されていて、前記液晶非配向部は、前記配向膜非配置領域か
らなる。このようにすれば、液晶非配向部が配向膜の配置されない配向膜非配置領域から
なることで、光の透過を一層好適に抑制することができる。また、配向膜の形成範囲に係
る位置精度を十分確保できる場合に好適となる。
【００２３】
（２）前記一対の配向膜は、前記表示部と前記非表示部とに跨る形で配されており、前記
一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部には、前記一対の配向膜と平
面に視て重畳し且つ前記配線部よりも前記表示部側に配されるとともに光を遮る第２の遮
光部が形成されている。このようにすれば、一対の配向膜は、表示部と非表示部とに跨る
形で配されているので、仮に製造過程で配向膜の形成位置が位置ずれした場合でも表示部



(9) JP WO2014/174891 A1 2014.10.30

10

20

30

40

50

に配置される確実性が高いものとされる。その一方、一対の配向膜には、非表示部に配さ
れる部分が生じるため、遮光部を透過した光が漏れ出すことが懸念されるものの、一対の
配向膜のうちの非表示部に配される部分に対して平面に視て重畳し且つ配線部よりも表示
部側に配される第２の遮光部によってその光を遮ることで、上記のような光漏れを抑制す
ることができる。
【００２４】
（３）前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示
部とに跨る形で配される一対の配向膜を備えており、前記一対の配向膜における前記表示
部に配される部分が配向処理を成された配向処理部とされるのに対し、前記一対の配向膜
の少なくともいずれか一方における前記非表示部に配され且つ少なくとも前記配線部と平
面に視て重畳する部分が配向処理がなされない配向非処理部とされており、前記液晶配向
部は、前記配向処理部からなるのに対し、前記液晶非配向部は、前記配向非処理部からな
る。このようにすれば、一対の配向膜は、表示部と非表示部とに跨る形で配されているの
で、仮に製造過程で配向膜の形成位置が位置ずれした場合でも表示部に配置される確実性
が高いものとされる。その上で、液晶配向部が一対の配向膜における配向処理が成された
配向処理部からなるのに対し、液晶非配向部が一対の配向膜の少なくともいずれか一方に
おける配向処理がなされない配向非処理部からなることで、配向膜の形成範囲に係る位置
精度を十分確保できない場合に好適となる。言い換えると、配向膜の形成範囲に係る位置
精度が低くても、液晶非配向部が配置される確実性が高いものとされるから、低コスト化
などを図る上で有用となる。
【００２５】
（４）前記一対の配向膜は、前記一対の基板における平面に視た形成範囲が同一とされて
おり、前記液晶非配向部は、前記一対の基板にそれぞれ配されている。このようにすれば
、液晶非配向部が一対の基板にそれぞれ配されることで、隣り合う配線部の間を透過した
光の漏れ出しをより確実に防ぐことができるので、配線部が影として一層視認され難くな
り、当該表示装置の外観を良好に保つ上で一層好適とされる。しかも、一対の配向膜は、
一対の基板における平面に視た形成範囲が同一とされているから、例えば製造過程で各配
向膜をパターニングするための配向膜印刷版を共用することができ、もって製造コストの
低減などを図る上で好適となる。
【００２６】
（５）前記一対の基板のいずれか一方における前記非表示部に配されて前記配線部に比べ
て線幅が広く且つ部分的に開口部が形成されてなる幅広配線部を備える。仮に幅広配線部
が開口部を有することのないベタ状のパターンとして形成されていた場合には、幅広配線
部を光が透過することが殆どなく、配線部との間で透過光量に差が生じてしまい、結果と
して当該表示装置の使用者に幅広配線部が影として見え易くなって外観が悪化することが
懸念される。その点、幅広配線部には、部分的に開口部が形成されているので、その開口
部を通して配線部と同様に光が透過するようになっている。これにより、当該表示装置の
使用者に幅広配線部が特に影として見えるような事態が生じ難くなり、もって外観が良好
に保たれる。
【００２７】
（６）前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、前記一対の基板間に
挟持される液晶層と、前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて少なくと
も前記表示部に配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜
と、を備えており、前記一対の基板間に電圧が印加されない状態で光の透過率が最大とな
るノーマリホワイトモードとされる。このようにすれば、当該表示装置がノーマリホワイ
トモードとされると、一対の基板間に電圧が印加されない状態で光の透過率が最大となる
ため、常に光漏れに伴う外観の悪化が懸念されるものの、幅広配線部に形成された開口部
、または隣り合う配線部の間を透過する光が漏れ出しても幅広配線部または配線部が影と
して使用者に視認され難くなり、もって外観の悪化が抑制される。
【００２８】
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（発明の効果）
　本発明によれば、外観を改善することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施形態１に係るドライバを実装した液晶パネルとフレキシブル基板と
制御回路基板との接続構成を示す概略平面図
【図２】液晶表示装置の長辺方向に沿った断面構成を示す断面図
【図３】液晶パネルの表示部における断面図
【図４】液晶パネルを構成するアレイ基板の表示部における平面構成を示す拡大平面図
【図５】液晶パネルを構成するＣＦ基板の表示部における平面構成を示す拡大平面図
【図６】液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部における一対のソース側ドライバ間
の配線構成を示す平面図
【図７】図６の拡大平面図
【図８】液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断面構成を示す断面図
【図９】本発明の実施形態２に係るドライバを実装した液晶パネルとフレキシブル基板と
制御回路基板との接続構成を示す概略平面図
【図１０】液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部における一対のソース側ドライバ
間の配線構成を示す平面図
【図１１】液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部における一対のゲート側ドライバ
間の配線構成を示す平面図
【図１２】液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断面構成を示す断面図
【図１３】本発明の実施形態３に係る液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部におけ
る一対のソース側ドライバ間の配線構成を示す平面図
【図１４】液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断面構成を示す断面図
【図１５】本発明の実施形態４に係る液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部におけ
る一対のソース側ドライバ間の配線構成を示す平面図
【図１６】液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部における一対のゲート側ドライバ
間の配線構成を示す平面図
【図１７】液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断面構成を示す断面図
【図１８】本発明の実施形態５に係る液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断
面構成を示す断面図
【図１９】本発明の実施形態６に係る液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断
面構成を示す断面図
【図２０】本発明の実施形態７に係る液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断
面構成を示す断面図
【図２１】本発明の実施形態８に係る液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断
面構成を示す断面図
【図２２】本発明の実施形態９に係る液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った断
面構成を示す断面図
【図２３】本発明の実施形態１０に係る液晶パネルの非表示部における短辺方向に沿った
断面構成を示す断面図
【図２４】本発明の実施形態１１に係る液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部にお
ける一対のソース側ドライバ間の配線構成を示す平面図
【図２５】本発明の実施形態１２に係る液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部にお
ける一対のソース側ドライバ間の配線構成を示す平面図
【図２６】本発明の実施形態１３に係る液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部にお
ける一対のソース側ドライバ間の配線構成を示す平面図
【図２７】本発明の実施形態１４に係る液晶パネルを構成するアレイ基板の非表示部にお
ける一対のソース側ドライバ間の配線構成を示す平面図
【図２８】本発明の実施形態１５に係る液晶表示装置の長辺方向に沿った断面構成を示す
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断面図
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　＜実施形態１＞
　本発明の実施形態１を図１から図８によって説明する。本実施形態では、液晶表示装置
１０について例示する。なお、各図面の一部にはＸ軸、Ｙ軸及びＺ軸を示しており、各軸
方向が各図面で示した方向となるように描かれている。また、上下方向については、図２
などを基準とし、且つ同図上側を表側とするとともに同図下側を裏側とする。
【００３１】
　液晶表示装置１０は、図１及び図２に示すように、画像を表示可能な表示部ＡＡと表示
部ＡＡ外の非表示部ＮＡＡとに区分される液晶パネル（表示パネル、表示装置）１１と、
液晶パネル１１を駆動するドライバ（信号処理部、駆動回路部）２１と、ドライバ２１に
対して入力信号（例えば駆動電力、基準電位、及び画像などに係る入力信号）を外部から
供給する制御回路基板（外部の信号供給源）１２と、液晶パネル１１と制御回路基板１２
とを電気的に接続するフレキシブル基板（外部接続部品）１３と、液晶パネル１１に光を
供給する外部光源であるバックライト装置（照明装置）１４と、を備える。さらには、液
晶表示装置１０は、使用者が液晶パネル１１の表示部ＡＡにおける位置情報を入力するた
めのタッチパネル１５と、液晶パネル１１、バックライト装置１４、及びタッチパネル１
５などを収容するケーシング（筐体、外装部材）１６と、を備えている。本実施形態に係
る液晶表示装置１０は、例えば車載型情報端末（据え置き型カーナビゲーションシステム
、携帯型（可搬型、ポータブル型）カーナビゲーションシステムなど）などの各種電子機
器（図示せず）に用いられるものである。液晶表示装置１０を構成する液晶パネル１１の
画面サイズは、例えば７インチ程度とされ、一般的には小型または中小型に分類される大
きさとされている。
【００３２】
　液晶パネル１１の概略構成について説明する。液晶パネル１１は、図１に示すように、
全体として横長な方形状（矩形状）をなしており、その短辺方向における一方の端部側（
図１に示す上側）で且つ長辺方向における一方の端部側（図１に示す左側）に片寄った位
置に表示部（アクティブエリア）ＡＡが配されるとともに、長辺方向及び短辺方向におけ
る他方の端部側（図１に示す下側及び右側）にそれぞれ片寄った位置にドライバ２１が、
短辺方向における他方の端部側に片寄った位置にフレキシブル基板１３がそれぞれ取り付
けられている。なお、図１では、ＣＦ基板１１ａよりも一回り小さな枠状の一点鎖線が表
示部ＡＡの外形を表しており、当該一点鎖線よりも外側の領域が非表示部ＮＡＡとなって
いる。この液晶パネル１１において表示部ＡＡ外の領域が、画像が表示されない非表示部
（ノンアクティブエリア）ＮＡＡとされ、この非表示部ＮＡＡは、表示部ＡＡを取り囲む
略枠状の領域とされており、そこにドライバ２１及びフレキシブル基板１３の実装領域（
取付領域）などが含まれている。液晶パネル１１における長辺方向が各図面のＸ軸方向と
一致し、短辺方向が各図面のＹ軸方向と一致している。
【００３３】
　液晶パネル１１は、図３に示すように、一対の透明な（透光性を有する）ガラス製の基
板１１ａ，１１ｂと、両基板１１ａ，１１ｂ間に介在し、電界印加に伴って光学特性が変
化する物質である液晶分子を含む液晶層１１ｃと、両基板１１ａ，１１ｂ間に介在し、液
晶層１１ｃを取り囲む形で配されるとともに液晶層１１ｃを封止するシール部１１ｋと、
を少なくとも有している。両基板１１ａ，１１ｂのうち表側（正面側）がＣＦ基板（対向
基板）１１ａとされ、裏側（背面側）がアレイ基板（アクティブマトリクス基板、素子基
板）１１ｂとされる。このうち、ＣＦ基板１１ａは、図１に示すように、アレイ基板１１
ｂよりも長辺寸法が小さなものとされるとともに、アレイ基板１１ｂに対して短辺方向に
ついての一方（図１に示す上側）の端部及び長辺方向についての一方（図１に示す左側）
の端部をそれぞれ揃えた状態で貼り合わせられている。従って、アレイ基板１１ｂのうち
短辺方向についての他方（図１に示す下側）の端部及び長辺方向についての他方（図１に
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示す右側）の端部は、所定範囲にわたってＣＦ基板１１ａが重なり合うことがなく、表裏
両板面が外部に露出した状態とされており、ここに後述するドライバ２１及びフレキシブ
ル基板１３の実装領域などが確保されている。
【００３４】
　両基板１１ａ，１１ｂの内面側には、図３に示すように、液晶層１１ｃに含まれる液晶
分子を配向させるための配向膜１１ｄ，１１ｅがそれぞれ形成されている。一対の配向膜
１１ｄ，１１ｅは、例えばポリイミドからなり、製造過程でその内面のほぼ全域に対して
布によって一定方向に沿って擦るラビング処理（配向処理）がなされることで、液晶層１
１ｃに含まれる液晶分子のうちの配向膜１１ｄ，１１ｅに臨むものの配向状態を一定に維
持する、いわゆるアンカリングを行うことが可能とされる。ＣＦ基板１１ａ側の配向膜１
１ｄと、アレイ基板１１ｂ側の配向膜１１ｅとでは、ラビング処理によって内面に形成さ
れる溝の延在方向が互いに直交する（９０°異なる）関係とされる。従って、この液晶パ
ネル１１は、一対の配向膜１１ｄ，１１ｅによりアンカリングされる液晶層１１ｃの液晶
分子が９０°の角度でもって捩れるＴＮ（Twisted Nematic）型とされる。そして、両基
板１１ａ，１１ｂの外面側には、一対の偏光板１１ｆ，１１ｇが貼り付けられており、こ
れら一対の偏光板１１ｆ，１１ｇは偏光方向が互いに直交する（９０°異なる）、いわゆ
るクロスニコル配置とされている。従って、この液晶パネル１１は、液晶層１１ｃに電圧
を印加していない状態において、光の透過率が最大となって白表示されるノーマリホワイ
トモードとされている。一対の配向膜１１ｄ，１１ｅは、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡと
に跨る形で配されているので、仮に製造過程で配向膜１１ｄ，１１ｅの形成位置が位置ず
れした場合でも、非表示部ＮＡＡ側にマージンが存在することで配向膜１１ｄ，１１ｅが
表示部ＡＡ内に欠損なく配置される確実性が高いものとされている。配向膜１１ｄ，１１
ｅにおける非表示部ＮＡＡ側のマージン（非表示部ＮＡＡにはみ出す寸法）は、例えば数
百μｍ程度とされるのが好ましい。
【００３５】
　液晶層１１ｃは、図３に示すように、いわゆる滴下注入法により両基板１１ａ，１１ｂ
間に封入されており、具体的にはＣＦ基板１１ａ上に液晶層１１ｃをなす液晶材料を滴下
した後に、ＣＦ基板１１ａに対してアレイ基板１１ｂを貼り合わせると、液晶材料が両基
板１１ａ，１１ｂの間に有される空間において万遍なく拡げられることで形成されている
。シール部１１ｋは、図１に示すように、液晶パネル１１のうち非表示部ＮＡＡに配され
るとともに平面に視て（アレイ基板１１ｂの板面に対する法線方向から視て）表示部ＡＡ
及び非表示部ＮＡＡに倣う横長の略枠状をなしている。なお、図１では、シール部１１ｋ
を表示部ＡＡの外形よりも一回り大きな枠状の破線により示している。両基板１１ａ，１
１ｂ間の間隔（液晶層１１ｃの厚み）、つまりセルギャップは、表示部ＡＡにおいては、
例えばＣＦ基板１１ａに形成した柱状スペーサ（図示せず）によって維持されているが、
両基板１１ａ，１１ｂの外周端部においては、シール部１１ｋによって維持されている。
シール部１１ｋは、例えば紫外線を照射することで硬化する紫外線硬化性樹脂材料（硬化
性樹脂材料）からなり、この紫外線硬化性樹脂材料は、紫外線の照射を受ける前では流動
性を有する液体状態とされるものの、紫外線の照射を受けると硬化して固体状態となる。
また、シール部１１ｋをなす紫外線硬化性樹脂材料には、図示しない多数のスペーサ粒子
が分散配合されている。
【００３６】
　続いて、アレイ基板１１ｂ及びＣＦ基板１１ａにおける表示部ＡＡに存在する構成につ
いて詳しく説明する。アレイ基板１１ｂの内面側（液晶層１１ｃ側、ＣＦ基板１１ａとの
対向面側）には、図３及び図４に示すように、スイッチング素子であるＴＦＴ（Thin Fil
m Transistor）１７及び画素電極１８が多数個ずつマトリクス状に並んで設けられるとと
もに、これらＴＦＴ１７及び画素電極１８の周りには、格子状をなすゲート配線（行制御
線、走査信号線）１９及びソース配線（列制御線、データ信号線）２０が取り囲むように
して配設されている。言い換えると、格子状をなすゲート配線１９及びソース配線２０の
交差部に、ＴＦＴ１７及び画素電極１８からなる画素部ＰＸがＸ軸方向及びＹ軸方向に沿
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って多数ずつ行列状（マトリクス状）に並列配置されている。ゲート配線１９及びソース
配線２０は、それぞれ金属材料（導電材料）からなり、相互の交差部位間には絶縁膜が介
在する形で配されている。ゲート配線１９とソース配線２０とがそれぞれＴＦＴ１７のゲ
ート電極とソース電極とに接続され、画素電極１８がＴＦＴ１７のドレイン電極に接続さ
れている。このＴＦＴ１７は、ソース電極とドレイン電極とを架け渡して両電極間での電
子の移動を可能とする半導体膜が、アモルファスシリコン（ａ‐Ｓｉ）薄膜からなるもの
とされている。画素電極１８は、平面に視て縦長の方形状（矩形状）をなすとともに、Ｉ
ＴＯ（Indium Tin Oxide）或いはＺｎＯ（Zinc Oxide）といった透明電極材料からなる。
画素電極１８には、上記したＴＦＴ１７を介して表示画像の階調に応じた所定の電圧が所
定のタイミングで印加されるようになっている。なお、アレイ基板１１ｂには、ゲート配
線１９に並行するとともに画素電極１８を横切りつつ絶縁層を介して重畳する容量配線（
図示せず）を設けることも可能である。
【００３７】
　一方、ＣＦ基板１１ａには、図３及び図５に示すように、Ｒ（赤色），Ｇ（緑色），Ｂ
（青色）等の各着色部が、アレイ基板１１ｂ側の各画素電極１８と平面に視て重畳するよ
う多数個マトリクス状に並列して配置されたカラーフィルタ１１ｈが設けられている。カ
ラーフィルタ１１ｈをなす各着色部間には、混色を防ぐための略格子状の遮光層（遮光部
、ブラックマトリクス）１１ｉが形成されている。遮光層１１ｉは、例えばカーボンブラ
ックなどの遮光性材料を含有する感光性樹脂材料からなり、フォトリソグラフィ法により
パターニングされることで、表示部ＡＡにおいては上記したゲート配線１９及びソース配
線２０と平面に視て重畳するよう略格子状に配置される。この遮光層１１ｉは、表示部Ａ
Ａと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されており、非表示部ＮＡＡ側における配置について
は後に詳しく説明する。カラーフィルタ１１ｈ及び遮光層１１ｉの表面には、アレイ基板
１１ｂ側の画素電極１８と対向するベタ状の共通電極１１ｊが設けられている。共通電極
１１ｊは、画素電極１８と同様にＩＴＯ（Indium Tin Oxide）或いはＺｎＯ（Zinc Oxide
）といった透明電極材料からなる。この共通電極１１ｊには、後述する接続構造を介して
アレイ基板１１ｂ側から基準電位（共通電位）が供給されるようになっており、画素電極
１８との間に生じる電位差に応じた電圧を液晶層１１ｃに対して印加することが可能とさ
れる。また、共通電極１１ｊも遮光層１１ｉと同様に表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨
る形で配されている。
【００３８】
　制御回路基板１２は、図１に示すように、紙フェノールないしはガラスエポキシ樹脂製
の基板上に、各ドライバ２１に駆動電力及び基準電位を供給する電源部品や液晶パネル１
１への画像に係る入力信号の伝送を制御する電子部品（コントロール回路）が実装される
とともに、図示しない所定のパターンの配線（導電路）が配索形成されている。この制御
回路基板１２には、フレキシブル基板１３の一方の端部（一端側）が図示しないＡＣＦ（
Anisotropic Conductive Film）を介して電気的に且つ機械的に接続されている。
【００３９】
　フレキシブル基板（ＦＰＣ基板）１３は、図１に示すように、絶縁性及び可撓性を有す
る合成樹脂材料（例えばポリイミド系樹脂等）からなる基材を備え、その基材上に多数本
の配線パターン（図示せず）を有しており、長さ方向についての一方の端部が既述した通
り制御回路基板１２に接続されるのに対し、他方の端部（他端側）がＡＣＦを介して液晶
パネル１１におけるアレイ基板１１ｂに接続されているため、液晶表示装置１０内では断
面形状が略Ｕ型となるよう折り返し状に屈曲されている。フレキシブル基板１３における
長さ方向についての両端部においては、配線パターンが外部に露出して端子部（図示せず
）を構成しており、これらの端子部がそれぞれ制御回路基板１２及びアレイ基板１１ｂに
対してＡＣＦを介して電気的に接続されている。これにより、制御回路基板１２側から供
給される入力信号を液晶パネル１１側に伝送することが可能とされている。
【００４０】
　ドライバ２１は、図１に示すように、内部に図示しない駆動回路を有するＬＳＩチップ
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を有しており、電源である制御回路基板１２から供給される駆動電力に基づいて作動する
ことで、信号供給源である制御回路基板１２から供給される画像に係る入力信号を処理し
て出力信号を生成し、その出力信号を液晶パネル１１の表示部ＡＡへと出力することが可
能とされる。このドライバ２１は、平面に視て細長い方形状をなすとともに、液晶パネル
１１のアレイ基板１１ｂにおける非表示部ＮＡＡに対して直接実装され、つまりＣＯＧ（
Chip On Glass）実装されている。ドライバ２１は、その底面に形成されたドライバ側端
子部が図示しないＡＣＦを介してアレイ基板１１ｂ上に形成された基板側端子部（ドライ
バ側端子部共々図示せず）に対して電気的に接続されている。ドライバ２１には、表示部
ＡＡに配されたゲート配線１９に対して出力信号として走査信号などを供給するためのゲ
ート側ドライバ２１Ｇと、ソース配線２０に対して出力信号としてデータ信号などを供給
するためのソース側ドライバ２１Ｓとの２種類が含まれている。ゲート側ドライバ２１Ｇ
は、アレイ基板１１ｂの短辺側の端部におけるほぼ中央位置に１つ配置されており、その
長辺方向がＹ軸方向と一致し、短辺方向がＸ軸方向と一致している。ソース側ドライバ２
１Ｓは、アレイ基板１１ｂの長辺側の端部において中央位置から外れた位置に２つ配され
ており、それぞれの長辺方向がＸ軸方向と一致し、短辺方向がＹ軸方向と一致している。
２つのソース側ドライバ２１Ｓは、Ｘ軸方向（アレイ基板１１ｂの長辺方向）について所
定の間隔を空けた位置に配されるとともに、Ｘ軸方向に沿う同一直線上に並んで配されて
いる。なお以下ではドライバ２１を区別する場合には、ゲート側ドライバの符号に添え字
「Ｇ」を、ソース側ドライバの符号に添え字「Ｓ」を付し、区別せずに総称する場合には
、符号に添え字を付さないものとする。
【００４１】
　次に、バックライト装置１４について説明する。バックライト装置１４は、図２に示す
ように、光源であるＬＥＤ２２と、ＬＥＤ２２が実装されたＬＥＤ基板２３と、ＬＥＤ２
２からの光を液晶パネル１１に向けて導光する導光板２４と、導光板２４からの光に光学
作用を付与して面状光に変換しつつ液晶パネル１１に向けて出射させる光学シート２５と
、導光板２４における光学シート２５側とは反対側に配されて光を光学シート２５側（液
晶パネル１１側）に向けて反射させる反射シート２６と、を少なくとも備えている。ＬＥ
Ｄ２２は、概ね白色光を発することが可能とされるとともに、ＬＥＤ基板２３に対する実
装面に隣接する側面が発光面とされる、いわゆる側面発光型とされている。ＬＥＤ基板２
３は、絶縁材料製で可撓性を有するシート状（フィルム状）の基材を有しており、この基
材上に上記したＬＥＤ２２が表面実装されるとともにＬＥＤ２２に対して給電するための
配線パターンがパターニングされた構成とされている。ＬＥＤ基板２３は、液晶パネル１
１の短辺側の端部における裏側の板面に対して両面テープ２７を介して直接貼り付けられ
ている。導光板２４は、ほぼ透明な（透光性に優れた）合成樹脂材料（例えばＰＭＭＡな
どのアクリル樹脂）からなり、液晶パネル１１の板面に並行する板面を有する横長のシー
ト状（フィルム状）をなしている。導光板２４は、その外周端面のうち１つの短辺側の端
面が、ＬＥＤ２２と対向状をなすとともにＬＥＤ２２からの光が入射される光入射面２４
ａとされる。導光板２４は、表裏の板面のうち表側の板面が、光学シート２５と対向する
とともに導光板２４の内部を伝播した光を出射させる光出射面２４ｂとされる。光学シー
ト２５は、導光板２４の光出射面２４ｂ上に載せられていて液晶パネル１１と導光板２４
との間に介在して配されることで、導光板２４からの出射光を透過するとともにその透過
光に所定の光学作用を付与しつつ液晶パネル１１に向けて出射させるものとされる。反射
シート２６は、導光板２４における裏側（光出射面２４ｂとは反対側）の板面を覆う形で
配されている。この反射シート２６は、可撓性を有するとともに表面が光反射性に優れた
白色を呈する合成樹脂製のシート状をなすものとされるので、導光板２４内を伝播する光
を表側（光出射面２４ｂ）に向けて効率的に立ち上げることができる。
【００４２】
　タッチパネル１５は、図２に示すように、使用者が液晶パネル１１の表示面の面内にお
ける位置情報を入力するための位置入力装置であり、横長な方形状をなすとともにほぼ透
明で優れた透光性を有するガラス製の基板上に所定のタッチパネルパターン（図示せず）
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が形成されてなる。詳しくは、タッチパネル１５は、液晶パネル１１と同様に平面に視て
横長の方形状をなすガラス製の基板を有しており、その表側を向いた板面にいわゆる投影
型静電容量方式のタッチパネルパターンを構成するタッチパネル用透明電極部（図示せず
）が形成されており、基板の面内においてタッチパネル用透明電極部が多数個行列状に並
列配置されている。タッチパネル１５における長辺側の一端部には、タッチパネルパター
ンを構成するタッチパネル用透明電極部から引き出された配線の端部に接続された端子部
（図示せず）が形成されており、この端子部に対して図示しないフレキシブル基板が接続
されることで、タッチパネル駆動回路基板からタッチパネルパターンをなすタッチパネル
用透明電極部に電位が供給されるようになっている。タッチパネル１５は、その内側の板
面が液晶パネル１１における外側（光学シート２５側とは反対側）の板面と対向状をなす
とともに間に介在する接着材２８によって固着状態に固定されている。この接着材２８は
、例えば紫外線硬化性樹脂材料からなる。
【００４３】
　ケーシング１６は、合成樹脂材料または金属材料からなるものであって、図２に示すよ
うに、表側に向けて開口した略箱型をなしており、その開口部を通してタッチパネル１５
、液晶パネル１１、及びバックライト装置１４の各構成部品が表側から所定の順序で収容
されている。ケーシング１６は、その底壁部によってバックライト装置１４をなす導光板
２４及び反射シート２６を裏側から支持することが可能とされる。ケーシング１６は、底
壁部から立ち上がる外周壁部によってタッチパネル１５、液晶パネル１１、及びバックラ
イト装置１４を外周側から取り囲むことが可能とされる。
【００４４】
　続いて、アレイ基板１１ｂ及びＣＦ基板１１ａにおける非表示部ＮＡＡに存在する構成
について詳しく説明する。アレイ基板１１ｂの内面側（液晶層１１ｃ側、ＣＦ基板１１ａ
との対向面側）には、図６に示すように、各ドライバ２１Ｇ，２１Ｓと表示部ＡＡに配さ
れる各配線１９，２０とを接続する信号配線接続配線部（幅狭配線部、信号伝送配線部）
２９と、ＣＦ基板１１ａの共通電極１１ｊに接続される共通電極接続配線部（幅広配線部
、基準電位伝送配線部）３０とが形成されている。信号配線接続配線部２９は、各ドライ
バ２１Ｇ，２１Ｓにて処理されることで生成された出力信号を、表示部ＡＡに配される各
配線１９，２０に対して伝送することが可能とされる。共通電極接続配線部３０は、制御
回路基板１２からフレキシブル基板１３を介して液晶パネル１１に伝送された基準電位を
、ＣＦ基板１１ａの共通電極１１ｊに対して伝送することが可能とされる。信号配線接続
配線部２９は、多数本の各配線１９，２０に対して画像に係る出力信号を個別に伝送する
ためのものであるため、共通電極接続配線部３０に比べて線幅が狭く且つ多数本が並列す
る形で配されているのに対し、共通電極接続配線部３０は、安定した基準電位を伝送する
には配線抵抗を低くする必要があることから、信号配線接続配線部２９に比べて線幅が広
く且つその面積も大きなものとされている。信号配線接続配線部２９及び共通電極接続配
線部３０は、各配線１９，２０のいずれか一方と同一の金属材料からなり、アレイ基板１
１ｂの製造工程においてゲート配線１９またはソース配線２０をパターニングする際に既
知のフォトリソグラフィ法により同時にアレイ基板１１ｂ上にパターニングされている。
具体的には、本実施形態では、信号配線接続配線部２９及び共通電極接続配線部３０がい
ずれもゲート配線１９と同一の金属材料からなる。
【００４５】
　信号配線接続配線部２９には、図１及び図６に示すように、ゲート側ドライバ２１Ｇと
ゲート配線１９とに接続されるものと、ソース側ドライバ２１Ｓとソース配線２０とに接
続されるものとがあり、いずれも各ドライバ２１Ｇ，２１Ｓから表示部ＡＡに向けて扇状
に広がるよう引き回されている。これは、表示部ＡＡにおける各配線１９，２０の配置範
囲（アレイ基板１１ｂの短辺または長辺の寸法より僅かに小さい程度）と、各ドライバ２
１Ｇ，２１Ｓの長さ寸法とを比較したとき、後者の方が小さいことに因る。詳しくは、信
号配線接続配線部２９は、アレイ基板１１ｂにおいて各ドライバ２１Ｇ，２１Ｓの実装領
域に配されて各ドライバ２１Ｇ，２１Ｓの出力用のドライバ側端子部に接続される出力用
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の基板側端子部から表示部ＡＡに向けて接続対象とされる各配線１９，２０の延在方向に
対して傾斜する形で引き出されることで、表示部ＡＡに近づくほど各ドライバ２１Ｇ，２
１Ｓから遠ざかるよう外向きに広がる形で引き回されている。信号配線接続配線部２９は
、多数本が互いに並行するとともに所定の間隔を空けて間欠的に並列配置されることで、
各ドライバ２１Ｇ，２１Ｓ毎に信号配線接続配線部２９群を構成している。各ドライバ２
１Ｇ，２１Ｓから引き出された各信号配線接続配線部２９群は、平面に視て全体として略
逆三角形状をなしており、表示部ＡＡに近づくほど全体の幅寸法が広くなり、逆に表示部
ＡＡから遠ざかるほど全体の幅寸法が狭くなっている。信号配線接続配線部２９群を構成
する多数本の信号配線接続配線部２９のうち、各ドライバ２１Ｇ，２１Ｓの端部付近から
引き出された信号配線接続配線部２９は、各ドライバ２１Ｇ，２１Ｓの中央付近から引き
出された信号配線接続配線部２９に比べると、接続対象とされる配線１９，２０の延在方
向に対する傾斜角度が相対的に大きなものとされる。信号配線接続配線部２９は、その線
幅と、隣り合う信号配線接続配線部２９との間の間隔、つまり配線間ピッチ（隣り合う信
号配線接続配線部２９間に有される開口部位の開口幅）とがほぼ等しいものとされる。具
体的には、信号配線接続配線部２９の線幅及び配線間ピッチは、例えば１０μｍ程度とさ
れている。なお、本実施形態では、ソース側ドライバ２１Ｓとソース配線２０とを接続す
る信号配線接続配線部２９についてのみ図示しているが、ゲート側ドライバ２１Ｇとゲー
ト配線１９とを接続する信号配線接続配線部２９についても同様である。
【００４６】
　アレイ基板１１ｂの非表示部ＮＡＡのうち、一対のソース側ドライバ２１Ｓからそれぞ
れ引き出された信号配線接続配線部２９群の間には、図６に示すように、平面に視て略三
角形の領域が空けられており、ここに共通電極接続配線部３０が配置されている。つまり
、共通電極接続配線部３０は、一対の信号配線接続配線部２９群の間に挟み込まれた位置
に配されている。共通電極接続配線部３０は、平面に視て略三角形の島状をなしており、
その面積及び線幅が各信号配線接続配線部２９に比べると大きなものとされている。共通
電極接続配線部３０は、全体として表示部ＡＡに近づくほど幅寸法が狭くなり、逆に表示
部ＡＡから遠ざかるほど幅寸法が広くなる平面形状を有しており、表示部ＡＡに最も近い
縁部（Ｘ軸方向についての中央部）がＸ軸方向に沿ってほぼ真っ直ぐな外形とされている
。共通電極接続配線部３０は、両信号配線接続配線部２９群に臨む両側縁部が平面に視て
傾斜状をなしており、その傾斜角度が信号配線接続配線部２９の傾斜角度と同一とされて
いる。つまり、共通電極接続配線部３０の側縁部は、信号配線接続配線部２９の延在方向
とほぼ平行をなしている。共通電極接続配線部３０は、ＣＦ基板１１ａ側の共通電極１１
ｊに対して電気的に接続されることで基準電位を伝送可能なトランスファパッド部３０ａ
を有している。なお、トランスファパッド部３０ａ、及び共通電極１１ｊに対する詳しい
接続構造については後に詳しく説明する。また、共通電極接続配線部３０は、ソース側ド
ライバ２１Ｓまたはフレキシブル基板１３に対して接続されることで、ソース側ドライバ
２１Ｓまたはフレキシブル基板１３から直接基準電位の供給を受けることが可能な端子部
（図示せず）を有している。
【００４７】
　各信号配線接続配線部２９は、図６に示すように、各配線１９，２０に対して直接接続
されることがなく、次述するダミー画素部３１及びＥＳＤ保護部３２を介して接続されて
いる。ダミー画素部３１及びＥＳＤ保護部３２は、共にアレイ基板１１ｂの非表示部ＮＡ
Ａに配されており、このうちのダミー画素部３１は、表示部ＡＡにおいて最も端に配され
た画素部ＰＸに対して隣り合う形で配されているのに対し、ＥＳＤ保護部３２は、表示部
ＡＡにおいて最も端に配された画素部ＰＸとの間にダミー画素部３１を挟み込む位置に配
されている。なお、図６では、紙面の都合上、画素部ＰＸ、ＥＳＤ保護部３２、及びダミ
ー画素部３１の図示を簡略化しており、具体的には、それぞれＸ軸方向に沿って多数ずつ
並列する画素部ＰＸ、ＥＳＤ保護部３２、及びダミー画素部３１の各群を横長のブロック
によりそれぞれ表現している。
【００４８】
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　ダミー画素部３１は、図６に示すように、ソース配線２０に接続されるダミーＴＦＴと
、ダミーＴＦＴに接続されるダミーゲート配線３１ａと、ダミーＴＦＴに接続されるダミ
ー画素電極とを備えるのに加えて、遮光機能を有するダミー画素用遮光部を備えている。
つまり、ダミー画素部３１は、画素部ＰＸとほぼ同様の構造を有することで、ダミー画素
部３１に対して隣接するとともに表示部ＡＡにおいて最も端に配された画素部ＰＸと、そ
れ以外の画素部ＰＸとで容量等の条件を等しく保つために配置されている。その一方、ダ
ミー画素部３１は、非表示部ＮＡＡに配されているため、ダミー画素電極を光が透過する
のを避けるため、ダミー画素用遮光部によって遮光を図るようにしている。このダミー画
素用遮光部は、各配線１９，２０のいずれか一方と同一の金属材料からなる。また、ダミ
ーＴＦＴは、画素部ＰＸのＴＦＴ１７と同じアモルファスシリコン薄膜をベースとしてア
レイ基板１１ｂ上にモノリシックに形成されている。ダミー画素部３１は、図７に示すよ
うに、ソース配線２０の延在方向と直交するＸ軸方向に沿って多数が間欠的に並列する形
で配されている。ダミー画素部３１は、その幅寸法が画素部ＰＸとほぼ同じとされるもの
の、信号配線接続配線部２９に比べて相対的に大きなものとされる。これにより、ダミー
画素部３１群の遮光率、つまり透過光量に対する遮光光量の比率が、信号配線接続配線部
２９群の遮光率よりも高いものとされる。
【００４９】
　ＥＳＤ保護部３２は、図６に示すように、各ソース配線２０に対応する各信号配線接続
配線部２９毎に個別に設けられている。ＥＳＤ保護部３２は、ＥＳＤ保護回路として２つ
のダイオードをリング状に配置してなるダイオードリング（図示は省略する）を備えてお
り、このダイオードリングが各ソース配線２０に対応する各信号配線接続配線部２９に対
して個別に接続されている。このダイオードリングは、ＴＦＴ１７と同じアモルファスシ
リコン薄膜をベースとしてアレイ基板１１ｂ上にモノリシックに形成されている。ＥＳＤ
保護部３２は、図７に示すように、ソース配線２０の延在方向と直交するＸ軸方向に沿っ
て多数が間欠的に並列する形で配されており、隣り合うもの同士がＥＳＤ短絡配線３２ａ
により短絡されている。これにより、いずれかの信号配線接続配線部２９にＥＳＤ（Elec
tro-Static Discharge）が入力された場合に、ＥＳＤ保護部３２を介して、隣接する信号
配線接続配線部２９に放電または分散されることで、ＥＳＤがソース配線２０を通して局
所的に画素部ＰＸに到達するのを回避することができるものとされる。ＥＳＤ保護部３２
は、その幅寸法が信号配線接続配線部２９に比べて相対的に大きなものとされるものの、
画素部ＰＸ及びダミー画素部３１に比べて相対的に小さなものとされる。これに対し、Ｅ
ＳＤ保護部３２は、その配列ピッチが２種類とされており、例えば互いに隣り合う６個の
ＥＳＤ保護部３２間の配列ピッチがそれぞれ画素部ＰＸ及びダミー画素部３１の配列ピッ
チと同等とされるのに対して、同一配列ピッチとされたＥＳＤ保護部３２群の中の端のＥ
ＳＤ保護部３２とそれに隣り合うＥＳＤ保護部３２との間の配列ピッチは、画素部ＰＸ及
びダミー画素部３１の配列ピッチよりも大きなものとされる。この相対的に大きな配列ピ
ッチとされたＥＳＤ保護部３２の間には、遮光機能を有するＥＳＤ保護部間遮光部３３が
配されている。ＥＳＤ保護部間遮光部３３は、各配線１９，２０のいずれか一方（本実施
形態では例えばソース配線２０）と同一の金属材料からなる。ＥＳＤ保護部間遮光部３３
と隣り合うＥＳＤ保護部３２との間の配列ピッチは、隣り合うＥＳＤ保護部３２間の配列
ピッチとほぼ等しくされている。これにより、ＥＳＤ保護部３２群の遮光率、つまり透過
光量に対する遮光光量の比率が、ダミー画素部３１群の遮光率と同等になっている。また
、ＥＳＤ保護部３２群の遮光率は、信号配線接続配線部２９群の遮光率よりも高いものと
される。
【００５０】
　一方、ＣＦ基板１１ａの非表示部ＮＡＡに存在する構成に関しては、表示部Ａにおいて
格子状に形成されていた遮光層１１ｉは、図８に示すように、非表示部ＮＡＡにおいては
ベタ状をなしており、その外端がシール部１１ｋの中央位置付近にまで達している。従っ
て、遮光層１１ｉは、非表示部ＮＡＡにおいて、ダミー画素部３１群、ＥＳＤ保護部３２
群、信号配線接続配線部２９群、及び共通電極接続部３０に対して平面に視て重畳する形
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で配されていることになる。また、ＣＦ基板１１ａ及びアレイ基板１１ｂの非表示部ＮＡ
Ａにおいて、一対の配向膜１１ｄ，１１ｅは、共通電極接続配線部３０のトランスファパ
ッド部３０ａと共通電極１１ｊとの接続部位、及びシール部１１ｋの形成部位を除いては
、ほぼ全域にわたってベタ状に形成されており、ダミー画素部３１群、ＥＳＤ保護部３２
群、信号配線接続配線部２９群、及び共通電極接続部３０の一部（配向膜重畳部３６）に
対して平面に視て重畳する形で配されている。また、アレイ基板１１ｂにおいて信号配線
接続配線部２９群及び共通電極接続部３０などは、絶縁膜ＩＮＳにより覆われている。
【００５１】
　ところで、上記した遮光層１１ｉは、その厚みを増すほど遮光性能が高くなるものの、
そうすると平坦性が悪化したりセルギャップ不良が発生する、などの問題が懸念される。
それ以外にも、遮光層１１ｉに含有させる遮光性材料（カーボンブラックなど）の濃度を
高めるほど遮光性能が高くなるものの、そうすると遮光層１１ｉをなす感光性樹脂材料を
フォトリソグラフィ法によりパターニングする際に感光性樹脂材料の感度が低下してしま
い、遮光層１１ｉの形成が困難になるという問題が生じる。このような事情から、遮光層
１１ｉの厚さや遮光性材料の濃度を十分に確保するのが難しくなる場合があり、そうなる
と遮光性能が不十分となって遮光層１１ｉを光が透過し易くなる。遮光層１１ｉと平面に
視て重畳する位置に配置された信号配線接続配線部２９は、多数本が間欠的に並列配置さ
れているため、隣り合う信号配線接続配線部２９の間に生じた開口部位を通して光が透過
することで、信号配線接続配線部２９が液晶表示装置１０の使用者に影として視認され、
液晶表示装置１０（液晶パネル１１）の外観が悪化するおそれがある。特に、本実施形態
では、液晶層１１ｃに電圧が印加されないときに光の透過率が最大となるノーマリホワイ
トモードの液晶パネル１１であるため、シール部１１ｋの付近では画素部ＰＸが存在しな
いために液晶層１１ｃにおける光の透過率が常に最大となっていて光漏れが発生し易く、
上記のような影が視認されて外観が悪化し易いものとなっていた。さらには、遮光層１１
ｉには、信号配線接続配線部２９に加えて共通電極接続配線部３０が平面に視て重畳する
形で配されており、仮に共通電極接続配線部がベタ状のパターンとして形成されていた場
合には、共通電極接続配線部を光が殆ど透過することがないため、多数本が間欠的に並列
配置された信号配線接続配線部２９群とは透過光量に大きな差が生じてしまう。そうなる
と、特に共通電極接続配線部が影として使用者に見え易くなってしまい、外観が著しく悪
化することが懸念されていた。また、仮に遮光層１１ｉとは別途に金属層からなる遮光層
を追加した場合には、その金属層からなる遮光層が信号配線接続配線部２９などに対して
寄生容量を形成し、信号配線接続配線部２９に伝送される信号に鈍りが生じる、などの問
題が生じるおそれがあった。
【００５２】
　そこで、本実施形態では、共通電極接続配線部３０には、図６及び図７に示すように、
部分的に開口部３４が形成されており、その開口部３４を通して光が透過することを可能
としている。これにより、非表示部ＮＡＡにおいて遮光層１１ｉを光が透過した場合でも
、隣り合う信号配線接続配線部２９の間の開口部位を通して光が透過されるのに対し、共
通電極接続配線部３０では開口部３４を通して光が透過されることで、少なくとも共通電
極接続配線部３０のみが使用者に影として視認される、といった事態の発生を抑制するこ
とができる。言い換えると、遮光層１１ｉに光漏れが生じたとしても、信号配線接続配線
部２９と共通電極接続配線部３０とが使用者には同等に透けて見える形となるため、全体
として平面に視て帯状の影が視認されるため、仮に平面に視て略三角形の共通電極接続配
線部３０のみが影として視認される場合に比べると、液晶表示装置１０（液晶パネル１１
）の外観が悪化し難いものとなっている。特に、当該液晶表示装置１０を車載型情報端末
として用いた場合、自動車内に差し込む外光が多い環境下では、表示画像の視認性を向上
させるべく、バックライト装置１４から液晶パネル１１に向けて照射する照明光が多くな
るため、上記した問題が生じることが懸念されるものの、共通電極接続配線部３０に開口
部３４を形成することで、共通電極接続配線部３０が影として視認され難くなり、液晶表
示装置１０の外観を良好に保つことができる。また、仮に遮光層１１ｉとは別途に金属層
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からなる遮光層を追加した場合に比べると、そのような遮光層を追加する必要がないため
、信号配線接続配線部２９に対して不要な寄生容量が形成されて信号配線接続配線部２９
に伝送される信号に鈍りが生じるような事態を回避することができる。また、開口部３４
は、液晶パネル１１の製造工程において共通電極接続配線部３０をパターニングする際に
形成されるものであるから、例えば配向膜１１ｄ，１１ｅの形成範囲を調整し、配向膜１
１ｄ，１１ｅが共通電極接続配線部３０とは非重畳となるよう形成することで、共通電極
接続配線部３０と重畳する部分に関して液晶層１１ｃの光の透過を抑制する手法を採った
場合に比べると、開口部３４の形成位置に係る精度が相対的に高いものとなり、歩留まり
が良好なものとなっている。
【００５３】
　詳しくは、開口部３４は、図７に示すように、共通電極接続配線部３０における両側縁
部及び表示部ＡＡに最も近い縁部に並行する形で延在するスリット状をなしており、共通
電極接続配線部３０において多数本が間欠的に並列配置されている。言い換えると、共通
電極接続配線部３０は、多数本の開口部３０によって区分されることで多数本が間欠的に
並列する形で配される区分共通電極接続配線部（区分配線部）３５により構成されている
、と言える。区分共通電極接続配線部３５は、開口部３４に並行している。開口部３４及
び区分共通電極接続配線部３５は、共通電極接続配線部３０における両側縁に沿って延在
する傾斜状部と、共通電極接続配線部３０における表示部ＡＡに最も近い縁部、つまりＸ
軸方向に沿って延在する真直状部とそれぞれからなる。開口部３４及び区分共通電極接続
配線部３５は、共通電極接続配線部３０において交互に繰り返し並列する形で配されてい
る。隣り合う区分共通電極接続配線部３５の間に開口部３４が配されており、隣り合う区
分共通電極接続配線部３５間の配線間ピッチが、開口部３４の開口幅と等しくなっている
。そして、開口部３４の開口幅と、区分共通電極接続配線部３５の線幅とは互いにほぼ等
しいものとされる。具体的には、開口部３４の開口幅、及び区分共通電極接続配線部３５
の線幅は、例えば１０μｍ程度とされている。従って、開口部３４の開口幅、及び区分共
通電極接続配線部３５の線幅は、信号配線接続配線部２９の線幅及び配線間ピッチ（隣り
合う信号配線接続配線部２９間に有される開口部位の開口幅）とほぼ等しいものとされる
。さらには、共通電極接続配線部３０は、その区分共通電極接続配線部３５の総面積と開
口部３４の総面積との比率が、信号配線接続配線部２９の総面積と隣り合う信号配線接続
配線部２９間に有される開口部位の総面積との比率とほぼ等しくなっている。従って、共
通電極接続配線部３０における全開口部３４の透過光量に対する全区分共通電極接続配線
部３５による遮光光量の比率（遮光率）は、全信号配線接続配線部２９間の開口部位の透
過光量に対する全信号配線接続配線部２９による遮光光量の比率とほぼ等しいものとされ
る。以上により、遮光層１１ｉに光漏れが生じた場合でも、信号配線接続配線部２９群と
共通電極接続配線部３０とが液晶表示装置１０の使用者には同等に見え易くなっており、
液晶表示装置１０の外観がより良好に保たれ易くなる。共通電極接続配線部３０及び信号
配線接続配線部２９群における具体的な遮光率は、本実施形態では例えば約５０％程度と
される。
【００５４】
　上記した開口部３４は、図７及び図８に示すように、共通電極接続配線部３０の全域に
わたって形成されておらず、共通電極接続配線部３０には開口部３４の非形成部位が残さ
れている。詳しくは、共通電極接続配線部３０を、配向膜１１ｄ，１１ｅと平面に視て重
畳する配向膜重畳部３６と、配向膜１１ｄ，１１ｅとは平面に視て非重畳とされる配向膜
非重畳部３７とに区分したとき、開口部３４は、配向膜重畳部３６の全域と、配向膜非重
畳部３７の一部とにそれぞれ形成されている。開口部３４が配向膜重畳部３６の全域にわ
たって形成されることで、配向膜１１ｄ，１１ｅによって配向された液晶層１１ｃを透過
する光の一部が、開口部３４を通されるようになり、もって信号配線接続配線部２９群と
共通電極接続配線部３０とで透過光量を同等に保って液晶表示装置１０の外観を良好に保
つことができる。配向膜重畳部３６は、共通電極接続配線部３０のうち、表示部ＡＡに臨
む平面に視て略三角形の部分により構成されている。配向膜非重畳部３７は、共通電極接
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続配線部３０のうち、配向膜重畳部３６を除いた平面に視て略台形の部分により構成され
ている。さらには、配向膜非重畳部３７を、シール部１１ｋと平面に視て重畳するシール
重畳部３８と、シール部１１ｋとは平面に視て非重畳とされるシール非重畳部３９とに区
分したとき、開口部３４は、シール重畳部３８の全域に形成されるものの、シール非重畳
部３９には形成されることがないものとされる。つまり、開口部３４は、配向膜非重畳部
３７においてはシール重畳部３８にのみ選択的に形成されている。このシール重畳部３８
に形成された開口部３４が、シール部１１ｋをなす紫外線硬化性樹脂材料を硬化させるた
めの紫外線を透過するシール用開口部（シール硬化用開口部）４０とされる。これにより
、液晶パネル１１の製造過程でシール部１１ｋを硬化させる際に、シール用開口部４０を
通して紫外線がシール部１１ｋをなす紫外線硬化性樹脂材料に対して照射されることで、
紫外線硬化性樹脂材料の硬化を適切に促進させることが可能とされる。
【００５５】
　そして、配向膜非重畳部３７のうち開口部３４が形成されないシール非重畳部３９は、
図７及び図８に示すように、共通電極１１ｊに対する接続部位であるトランスファパッド
部３０ａを構成している。つまり、トランスファパッド部３０ａには、開口部３４が形成
されない構成とされるから、次述する導電パッド部４１及び共通電極１１ｊに対する接続
信頼性が高いものとされる。トランスファパッド部３０ａと共通電極１１ｊとの接続構造
に関して詳しく説明すると、まず、絶縁膜ＩＮＳのうちトランスファパッド部３０ａと平
面に視て重畳する部分には、コンタクトホールＣＨが複数開口形成されており、このコン
タクトホールＣＨを通して上層側に積層される導電パッド部４１がトランスファパッド部
３０ａに対して電気的に接続されている。なお、図７では、コンタクトホールＣＨを二点
鎖線により図示している。コンタクトホールＣＨは、トランスファパッド部３０ａにおい
て行列状に複数ずつ間欠的に並列配置されており、その配列ピッチは信号配線接続配線部
２９の線幅、信号配線接続配線部２９の配列ピッチ、開口部３４の開口幅、区分共通電極
接続配線部３５の線幅などに比べて相対的に大きなものとされる（例えば４５μｍ×４５
μｍの大きさのコンタクトホールを３０μｍの間隔をあけて配置する。）。そして、導電
パッド部４１と共通電極１１ｊとの間には、導電性粒子ＣＳが介設されており、それによ
り共通電極１１ｊと共通電極接続配線部３０との電気的な接続が図られている。なお、導
電性粒子ＣＳは、シール部１１ｋの材料中に混入されているのに対し、導電パッド部４１
及び共通電極１１ｊは、シール部１１ｋ内に入り込む形で配されていて、シール部１１ｋ
の形成部位において導電性粒子ＣＳを介して導電パッド部４１と共通電極１１ｊとの導通
が図られている。
【００５６】
　以上説明したように本実施形態の第１の液晶パネル（表示装置）１１は、画像を表示可
能な表示部ＡＡと、表示部ＡＡ外の非表示部ＮＡＡと、少なくとも非表示部ＮＡＡに配さ
れて光を遮る遮光層（遮光部）１１ｉと、非表示部ＮＡＡにおいて複数が間欠的に並列す
る形で配される信号配線接続配線部（幅狭配線部）２９と、非表示部ＮＡＡに配されて信
号配線接続配線部２９に比べて線幅が広く且つ部分的に開口部３４が形成されてなる共通
電極接続配線部（幅広配線部）３０と、を備える。
【００５７】
　このようにすれば、画像を表示可能な表示部ＡＡ外の非表示部ＮＡＡには、光を遮る遮
光層１１ｉが配されることで、信号配線接続配線部２９及び共通電極接続配線部３０が当
該液晶パネル１１の使用者に視認され難くなっている。ところで、遮光層１１ｉにおける
遮光性能が不十分となり、光が遮光層１１ｉを透過した場合には、信号配線接続配線部２
９は、複数が間欠的に並列する形で配されているため、隣り合う信号配線接続配線部２９
の間を光が透過することになる。これに対し、仮に共通電極接続配線部３０が開口部３４
を有することのないベタ状のパターンとして形成されていた場合には、共通電極接続配線
部３０を光が透過することが殆どなく、信号配線接続配線部２９との間で透過光量に差が
生じてしまい、結果として当該液晶パネル１１の使用者に共通電極接続配線部３０が影と
して見え易くなって外観が悪化することが懸念される。その点、共通電極接続配線部３０
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には、部分的に開口部３４が形成されているので、その開口部３４を通して信号配線接続
配線部２９と同様に光が透過するようになっている。これにより、当該液晶パネル１１の
使用者に共通電極接続配線部３０が特に影として見えるような事態が生じ難くなり、もっ
て外観が良好に保たれる。また、光漏れを防止するため、例えば遮光のための金属材料か
らなる遮光層を追加した場合には、その遮光層が信号配線接続配線部２９や共通電極接続
配線部３０と寄生容量を形成する、などの問題が生じるおそれがあるものの、上記したよ
うに共通電極接続配線部３０に部分的に開口部３４を形成する構成を採れば、そのような
問題が生じるのを回避することができる。
【００５８】
　また、共通電極接続配線部３０は、その面積と開口部３４の面積との比率が、信号配線
接続配線部２９の面積と隣り合う信号配線接続配線部２９の間に有される開口部位におけ
る面積との比率とほぼ等しくなるよう形成されている。このようにすれば、共通電極接続
配線部３０により遮光される光量と、複数の信号配線接続配線部２９により遮光される光
量とが等しくなるとともに、共通電極接続配線部３０の開口部３４を透過する光量と、隣
り合う信号配線接続配線部２９の間に有される開口部位を透過する光量とが等しくなるの
で、当該液晶パネル１１の使用者には共通電極接続配線部３０と信号配線接続配線部２９
とが同等に見え易くなり、もって外観の改善に一層有効となる。
【００５９】
　また、共通電極接続配線部３０は、開口部３４によって区分されることで複数が間欠的
に並列する形で配される区分共通電極接続配線部（区分配線部）３５からなる。このよう
にすれば、共通電極接続配線部３０をなす区分共通電極接続配線部３５は、開口部３４に
よって区分されることで、信号配線接続配線部２９と同様に複数が間欠的に並列する形で
配されているので、当該液晶パネル１１の使用者には共通電極接続配線部３０と信号配線
接続配線部２９とが同等に見え易くなり、もって外観の改善により好適とされる。
【００６０】
　また、共通電極接続配線部３０は、区分共通電極接続配線部３５の線幅が信号配線接続
配線部２９の線幅と等しく、且つ隣り合う区分共通電極接続配線部３５の間の間隔が隣り
合う信号配線接続配線部２９の間の間隔と等しくなるよう形成されている。このようにす
れば、共通電極接続配線部３０をなす複数の区分共通電極接続配線部３５により遮光され
る光量と、複数の信号配線接続配線部２９により遮光される光量とが等しくなるとともに
、隣り合う区分共通電極接続配線部３５の間に有される開口部３４を透過する光量と、隣
り合う信号配線接続配線部２９の間に有される開口部位を透過する光量とが等しくなるの
で、当該液晶パネル１１の使用者には共通電極接続配線部３０と信号配線接続配線部２９
とが同等に一層見え易くなり、もって外観の改善に一層有効となる。
【００６１】
　また、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに区分されている一対の基板１１ａ，１１ｂと、
一対の基板１１ａ，１１ｂ間に挟持される液晶層１１ｃと、一対の基板１１ａ，１１ｂに
おける液晶層１１ｃ側の板面に形成されて表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配さ
れるとともに液晶層１１ｃに含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜１１ｄ，１１ｅと
、を備えており、信号配線接続配線部２９は、配向膜１１ｄ，１１ｅと平面に視て少なく
とも一部が重畳するよう配されるのに対し、共通電極接続配線部３０は、配向膜１１ｄ，
１１ｅと平面に視て重畳する配向膜重畳部３６と、配向膜１１ｄ，１１ｅと平面に視て非
重畳とされる配向膜非重畳部３７とを含むとともに、少なくとも配向膜重畳部３６に開口
部３４が形成された構成とされる。このようにすれば、一対の基板１１ａ，１１ｂにおけ
る液晶層１１ｃの板面に一対の配向膜１１ｄ，１１ｅがそれぞれ形成されることで、液晶
層１１ｃに含まれる液晶分子が適切に配向されるようになっており、液晶層１１ｃに印加
する電圧により液晶層１１ｃの透過光量を制御することが可能とされる。一対の配向膜１
１ｄ，１１ｅは、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されているので、仮に製造
過程で配向膜１１ｄ，１１ｅの形成位置が位置ずれした場合でも表示部ＡＡに配置される
確実性が高いものとされる。配向膜１１ｄ，１１ｅによって配向された液晶層１１ｃを透
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過する光は、その一部が、少なくとも一部が配向膜１１ｄ，１１ｅと平面に視て重畳する
信号配線接続配線部２９の間を透過する。これに対し、共通電極接続配線部３０には、配
向膜１１ｄ，１１ｅと平面に視て重畳する配向膜重畳部３６と、配向膜１１ｄ，１１ｅと
平面に見て非重畳とされる配向膜非重畳部３７とが含まれており、このうちの配向膜重畳
部３６に開口部３４が形成されているから、配向膜１１ｄ，１１ｅによって配向された液
晶層１１ｃを透過する光は、その一部が、配向膜重畳部３６に形成された開口部３４を透
過する。これにより、共通電極接続配線部３０が影として使用者に見え難くなり、もって
当該液晶パネル１１の外観が良好に保たれる。
【００６２】
　また、一対の基板１１ａ，１１ｂ間に介在するとともに液晶層１１ｃを取り囲む形で配
されることで液晶層１１ｃを封止するシール部１１ｋを備えており、シール部１１ｋは、
光硬化性樹脂からなるのに対し、配向膜非重畳部３７は、シール部１１ｋと平面に見て重
畳するシール重畳部３８と、シール部１１ｋと平面に視て非重畳とされるシール非重畳部
３９とを含むとともに、このうちのシール重畳部３８にはシール部１１ｋを硬化させるた
めの光を透過するシール用開口部４０が選択的に形成されている。このようにすれば、一
対の基板１１ａ，１１ｂ間に挟持された液晶層１１ｃは、一対の基板１１ａ，１１ｂ間に
介在するとともに液晶層１１ｃを取り囲む形で配されるシール部１１ｋによって封止され
ている。シール部１１ｋは、光硬化性樹脂からなるため、製造過程において光が照射され
ることで硬化されるようになっている。ここで、配向膜非重畳部３７には、シール部１１
ｋと平面に見て重畳するシール重畳部３８と、シール部１１ｋと平面に見て非重畳とされ
るシール非重畳部３９とが含まれており、このうちのシール重畳部３８にはシール用開口
部４０が選択的に形成されることで、製造過程においてシール部１１ｋを硬化させるため
の光がシール重畳部３８におけるシール用開口部４０を通してシール部１１ｋへと照射さ
れるようになっている。これにより、配向膜非重畳部３７にシール重畳部３８が含まれて
いてもシール部１１ｋを適切に硬化させることができる。また、配向膜非重畳部３７のう
ちのシール非重畳部３９には、シール用開口部４０が形成されないから、共通電極接続配
線部３０の面積を確保する上で好ましく、それにより共通電極接続配線部３０における配
線抵抗の低減などを図る上で好適となる。
【００６３】
　また、一対の基板１１ａ，１１ｂのうち、一方の基板１１ｂにおける液晶層１１ｃ側の
板面には、信号配線接続配線部２９及び共通電極接続配線部３０と共に少なくとも画素電
極１８が形成されているのに対し、他方の基板１１ａにおける液晶層１１ｃ側の板面には
、遮光層１１ｉと共に少なくとも画素電極１８と対向する共通電極１１ｊが形成されてお
り、共通電極接続配線部３０は、シール非重畳部３９が共通電極１１ｊに対して電気的に
接続されている。このようにすれば、一方の基板１１ｂにおける液晶層１１ｃ側の板面に
形成された画素電極１８と、他方の基板１１ａにおける液晶層１１ｃ側の板面に形成され
た共通電極１１ｊとの間に電位差を生じさせることで、液晶層１１ｃをなす液晶分子の配
向状態を制御して光の透過光量を制御することができる。共通電極接続配線部３０のうち
、シール部１１ｋとは非重畳とされるシール非重畳部３９には、開口部３４が形成されて
いないので、共通電極１１ｊに対して電気的に接続する上で高い接続信頼性を得ることが
できる。
【００６４】
　また、非表示部ＮＡＡには、外部の信号供給源から供給される入力信号を処理して生成
した出力信号を表示部ＡＡに出力するドライバ（信号処理部）２１が、間隔を空けて複数
備えられており、信号配線接続配線部２９は、ドライバ２１と表示部ＡＡとを繋ぐ形で形
成されることで出力信号を表示部ＡＡに伝送することが可能とされるとともに、それぞれ
のドライバ２１から表示部ＡＡに向けて扇状に広がるよう引き回されており、共通電極接
続配線部３０は、隣り合うドライバ２１からそれぞれ引き回される信号配線接続配線部２
９の間に挟み込まれる形で配されている。このようにすれば、間隔を空けて配される複数
のドライバ２１からそれぞれ表示部ＡＡに向けて扇状に広がるように引き回される信号配
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線接続配線部２９によってドライバ２１にて生成された出力信号が表示部ＡＡへと伝送さ
れる。共通電極接続配線部３０が隣り合うドライバ２１からそれぞれ引き回される信号配
線接続配線部２９の間に挟み込まれる形で配された配置構成においては、信号配線接続配
線部２９と共通電極接続配線部３０とで透過光量に差が生じると、当該液晶パネル１１の
外観が著しく悪化することが懸念されるものの、上記したように共通電極接続配線部３０
に開口部３４が形成されることで、信号配線接続配線部２９と共通電極接続配線部３０と
の間に生じ得る透過光量の差を緩和することができ、それにより当該液晶パネル１１の外
観を良好なものとすることができる。
【００６５】
　また、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに区分されている一対の基板１１ａ，１１ｂと、
一対の基板１１ａ，１１ｂ間に挟持される液晶層１１ｃと、一対の基板１１ａ，１１ｂに
おける液晶層１１ｃ側の板面に形成されて少なくとも表示部ＡＡに配されるとともに液晶
層１１ｃに含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜１１ｄ，１１ｅと、を備えており、
一対の基板１１ａ，１１ｂ間に電圧が印加されない状態で光の透過率が最大となるノーマ
リホワイトモードとされる。このようにすれば、当該液晶パネル１１がノーマリホワイト
モードとされると、一対の基板１１ａ，１１ｂ間に電圧が印加されない状態で光の透過率
が最大となるため、常に光漏れに伴う外観の悪化が懸念されるものの、共通電極接続配線
部３０に形成された開口部３４を透過する光が漏れ出しても共通電極接続配線部３０が影
として使用者に視認され難くなり、もって外観の悪化が抑制される。
【００６６】
　＜実施形態２＞
　本発明の実施形態２を図９から図１２によって説明する。この実施形態２では、上記し
た実施形態１から、ドライバ１２１及び共通電極接続配線部１３０の設置数などを変更す
るとともに検査配線４２を追加したものを示す。なお、上記した実施形態１と同様の構造
、作用及び効果について重複する説明は省略する。
【００６７】
　本実施形態に係る液晶パネル１１１は、図９に示すように、平面に視て縦長な方形状を
なすとともに、非表示部ＮＡＡにドライバ１２１が合計４つ実装された構成とされており
、ゲート側ドライバ１２１Ｇとソース側ドライバ１２１Ｓとを２つずつ備えている。２つ
のゲート側ドライバ１２１Ｇは、アレイ基板１１１ｂの長辺側の端部において中央位置か
ら外れた位置で且つＹ軸方向（アレイ基板１１１ｂの長辺方向）について所定の間隔を空
けた位置に配されている。２つのソース側ドライバ１２１Ｓは、アレイ基板１１１ｂの短
辺側の端部において中央位置から外れた位置で且つＸ軸方向（アレイ基板１１１ｂの短辺
方向）について所定の間隔を空けた位置に配されている。そして、信号配線接続配線部１
２９のうち、２つのソース側ドライバ１２１Ｓからそれぞれ引き出されるソース配線接続
配線部１２９Ｓ群の間には、図１０に示すように、共通電極接続配線部１３０であるソー
ス側共通電極接続配線部１３０Ｓが配されるのに対し、２つのゲート側ドライバ１２１Ｇ
からそれぞれ引き出されるゲート配線接続配線部１２９Ｇ群の間には、図１１に示すよう
に、共通電極接続配線部１３０であるゲート側共通電極接続配線部１３０Ｇが配されてい
る。つまり、本実施形態では、共通電極接続配線部１３０が一対のソース側ドライバ１２
１Ｓ間と、一対のゲート側ドライバ１２１Ｇ間とにそれぞれ配されている。ゲート側共通
電極接続配線部１３０Ｇは、アレイ基板１１１ｂの非表示部ＮＡＡにおける一対のゲート
側ドライバ１２１Ｇ間に有される領域に配されるとともに平面に視て略三角形状をなして
いる。なお、ソース側ドライバ１２１Ｓの実装側においては、最も端に位置する画素部Ｐ
Ｘに対して隣り合うダミー画素部１３１が形成されているものの、ゲート側ドライバ１２
１Ｇの実装側においては、そのようなダミー画素部１３１が形成されていない点で異なる
。
【００６８】
　ソース側共通電極接続配線部１３０Ｓにそれぞれ形成される開口部１３４は、図１０及
び図１２に示すように、ソース配線接続配線部１２９Ｓの接続対象となるソース配線１２
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０の延在方向（Ｙ軸方向）に沿って並行するスリット状をなしている。これに対し、ゲー
ト側共通電極接続配線部１３０Ｇに形成される開口部１３４は、図１１に示すように、ゲ
ート配線接続配線部１２９Ｇの接続対象となるゲート配線１１９の延在方向（Ｘ軸方向）
に沿って並行するスリット状をなしている。つまり、開口部１３４は、各共通電極接続配
線部１３０におけるトランスファパッド部１３０ａの延在方向と直交する方向に沿って延
在する形で形成されている。その上で、アレイ基板１１１ｂの非表示部ＮＡＡには、各信
号配線接続配線部１２９や各信号配線１１９，１２０の断線の有無などを検査するための
検査配線（幅狭配線部、幅広配線部、配線部、検査配線部）４２が形成されている。検査
配線４２には、ゲート配線接続配線部１２９Ｇやゲート配線１１９を検査するためのゲー
ト側検査配線４２Ｇと、ソース配線接続配線部１２９Ｓやソース配線１２０を検査するた
めのソース側検査配線４２Ｓとが含まれている。本実施形態では、検査配線４２は、いず
れもゲート配線１１９と同一の金属材料からなる。なお、信号配線接続配線部１２９、共
通電極接続配線部１３０、及び検査配線４２を区別する場合には、ゲート側共通電極接続
配線部、ゲート側共通電極接続配線部、及びゲート側検査配線の符号に添え字「Ｇ」を、
ソース側共通電極接続配線部、ソース側共通電極接続配線部、及びソース側検査配線の符
号に添え字「Ｓ」を付し、区別せずに総称する場合には、符号に添え字を付さないものと
する。
【００６９】
　ソース側検査配線４２Ｓは、図１０に示すように、アレイ基板１１１ｂの非表示部ＮＡ
Ａおいてソース側共通電極接続配線部１３０Ｓとソース配線接続配線部１２９Ｓ群との間
に介在する第１ソース側検査配線４２Ｓ１と、ＥＳＤ保護部１３２群とダミー画素部１３
１群との間に介在する第２ソース側検査配線４２Ｓ２とからなる。ＥＳＤ保護部１３２は
、ソース側共通電極接続配線部１３０Ｓの中央部側に所定の間隔を空けつつ左右に分けら
れた配置とされる。ＥＳＤ保護部１３２群とダミー画素部１３１群との間には、上記のよ
うにソース側検査配線４２Ｓ群が介在することになるため、絶縁膜ＩＮＳを介してソース
側検査配線４２Ｓ群を横切るとともにＥＳＤ保護部１３２とダミー画素部１３１とを中継
接続する第１中継配線部４５が形成されている。本実施形態では、第１中継配線部４５は
、ソース配線１２０と同一の金属材料からなる。なお、ソース側検査配線４２Ｓを区別す
る場合には、第１ソース側検査配線の符号に添え字「１」を、第２ソース側検査配線の符
号に添え字「２」を付し、区別せずに総称する場合には、符号に添え字を付さないものと
する。
【００７０】
　第１ソース側検査配線４２Ｓ１は、ソース配線接続配線部１２９Ｓ及びソース側共通電
極接続配線部１３０Ｓの各側縁部に沿って延在する傾斜状部４２Ｓ１ａと、ソース側共通
電極接続配線部１３０Ｓの中央部においてＥＳＤ保護部１３２群間に有される空間を通し
て表示部ＡＡ側に向けてＹ軸方向に沿って延在する第１真直状部４２Ｓ１ｂと、ＥＳＤ保
護部１３２群に対してソース配線接続配線部１２９Ｓ群側とは反対側に配されてＥＳＤ保
護部１３２群の並列方向（Ｘ軸方向）に沿って延在する第２真直状部４２Ｓ１ｃとからな
る。つまり、第１ソース側検査配線４２Ｓ１は、ＥＳＤ保護部１３２群及びソース側共通
電極接続配線部１３０Ｓ群を取り囲むよう折り返し状に配索されている。第１ソース側検
査配線４２Ｓ１は、複数本が互いに並行するとともに隣り合う第１ソース側検査配線４２
Ｓ１との間に所定の間隔を空けた配置とされる。第１ソース側検査配線４２Ｓ１は、配線
幅がソース側共通電極接続配線部１３０Ｓよりは小さいものの、ソース配線接続配線部１
２９Ｓより大きなものとされており、具体的には例えば１００μｍ以上とされる。本実施
形態に係る第１ソース側検査配線４２Ｓ１には、ソース側共通電極接続配線部１３０Ｓの
開口部１４２と同様に、光を透過することが可能な第２開口部４３が形成されている。第
２開口部４３は、第１ソース側検査配線４２Ｓ１のうち、ソース配線接続配線部１２９Ｓ
とソース側共通電極接続配線部１３０Ｓとの間に挟み込まれる傾斜状部４２Ｓ１ａにのみ
選択的に形成されており、傾斜状部４２Ｓ１ａに沿って延在するスリット状をなしている
。第１ソース側検査配線４２Ｓ１は、その面積と第２開口部４３の面積、及び隣り合う第
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１ソース側検査配線４２Ｓ１間に有される開口部位の総面積との比率が、ソース配線接続
配線部１２９Ｓの総面積と隣り合うソース配線接続配線部１２９Ｓ間に有される開口部位
の総面積との比率と、ソース側共通電極接続配線部１３０Ｓの面積と開口部１３４の総面
積との比率と、それぞれほぼ等しくなっている。従って、第１ソース側検査配線４２Ｓ１
群における透過光量に対する遮光光量の比率（遮光率）は、ソース配線接続配線部１２９
Ｓ群における透過光量に対する遮光光量の比率と、ソース側共通電極接続配線部１３０Ｓ
における透過光量に対する遮光光量の比率と、それぞれほぼ等しいものとされる。これに
より、遮光層１１１ｉを光が透過した場合でも、第１ソース側検査配線４２Ｓ１のうち、
ソース配線接続配線部１２９Ｓとソース側共通電極接続配線部１３０Ｓとの間に介在する
部分が影として視認され難くなり、もって液晶表示装置１１０の外観が良好に保たれる。
第１ソース側検査配線４２Ｓ１の第２真直状部４２Ｓ１ｃには、絶縁膜ＩＮＳにコンタク
トホール（図示せず）が形成されるとともにそのコンタクトホールを通して第２中継配線
部４６が電気的に接続されている。
【００７１】
　第２ソース側検査配線４２Ｓ２は、最も表示部ＡＡに近い第１ソース側検査配線４２Ｓ
１の第２真直状部４２Ｓ１ｃとダミー画素部１３１との間に介在する形で配されている。
第２ソース側検査配線４２Ｓ２は、第１ソース側検査配線４２Ｓ１の第２真直状部（Ｘ軸
方向）４２Ｓ１ｃに沿って並行する形で延在しており、その線幅が第１ソース側検査配線
４２Ｓ１よりも大きなものとされる。そして、この第２ソース側検査配線４２Ｓ２上には
、ソース配線接続配線部１２９Ｓを検査するための検査用ＴＦＴ４４が形成されている。
本実施形態では、検査用ＴＦＴ４４が有するゲート電極は、第２ソース側検査配線４２Ｓ
２により構成され、同ソース電極は、第２中継配線部４６の端部により構成され、同ドレ
イン電極は、第１中継配線部４５の端部により構成されている。第２中継配線部４６は、
一方の端部がコンタクトホールを通して第１ソース側検査配線４２Ｓ１の第２真直状部４
２Ｓ１ｃに接続されるのに対して、他方の端部が検査用ＴＦＴ４４のドレイン電極を構成
しており、両端部間の部分が接続対象外となる第２真直状部４２Ｓ１ｃを絶縁膜ＩＮＳを
介して横切っている。本実施形態では、第２中継配線部４５は、ソース配線１２０と同一
の金属材料からなる。また、検査用ＴＦＴ４４は、画素部ＰＸを構成するＴＦＴと同じア
モルファスシリコン薄膜をベースとしてアレイ基板１１１ｂ上にモノリシックに形成され
ている。このような構成とすれば、例えば第１ソース側検査配線４２Ｓ１に検査信号を入
力するとともに第２ソース側検査配線４２Ｓ２に検査用ＴＦＴ４４をオン状態にするゲー
ト電圧を印加することで、検査信号が検査用ＴＦＴ４４を通してソース配線接続配線部１
２９Ｓに流されることになる。さらに、ゲート配線１１９に、画素部ＰＸを構成するＴＦ
Ｔをオン状態にするゲート電圧を印加し、共通電極に基準電位を印加する。このとき、ソ
ース配線接続配線部１２９Ｓやソース配線１２０に断線が生じていなければ表示部ＡＡの
表示において線状の欠陥が視認されないのに対し、ソース配線接続配線部１２９Ｓやソー
ス配線１２０に断線が生じていれば、表示部ＡＡの表示において線状の欠陥が視認される
。これをもってソース配線接続配線部１２９Ｓ及びソース配線１２０の断線の有無を検査
することが可能とされる。また、第２ソース側検査配線４２Ｓ２にゲート電圧を印加しな
い限りは、検査用ＴＦＴ４４がＯＮされることがないので、通常の画像表示時においては
ソース配線接続配線部１２９Ｓにデータ信号を問題なく供給することができる。
【００７２】
　ゲート側検査配線４２Ｇは、図１１に示すように、アレイ基板１１１ｂの非表示部ＮＡ
Ａおいてゲート側共通電極接続配線部１３０Ｇとゲート配線接続配線部１２９Ｇ群との間
に介在する第１ゲート側検査配線４２Ｇ１と、ＥＳＤ保護部１３２群と画素部ＰＸ群との
間に介在する第２ゲート側検査配線４２Ｇ２とからなる。第１ゲート側検査配線４２Ｇ１
の構成は、第２開口部４３を有さない点を除いては、上記した第１ソース側検査配線４２
Ｓ１と同様であり、傾斜状部４２Ｇ１ａと、第１真直状部４２Ｇ１ｂと、第２真直状部４
２Ｇ１ｂとからなる。なお、第１ゲート側検査配線４２Ｇ１（特に傾斜状部４２Ｇ１ａ）
は、その線幅が第１ソース側検査配線４２Ｓ１よりも狭いものとされる。また、第１ゲー
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ト側検査配線４２Ｇ１の設置本数は、第１ソース側検査配線４２Ｓ１の設置本数よりも少
ないものとされる。第２ゲート側検査配線４２Ｇ２の構成についても、上記した第２ソー
ス側検査配線４２Ｓ２と同様であり、その直上に検査用ＴＦＴ４４が重なり合う形で形成
されている。また、ＥＳＤ保護部１３２と画素部ＰＸとの間を中継接続する第１中継配線
部４５が、第１ゲート側検査配線４２Ｇ１の第２真直状部４２Ｇ１ｂを横切る形で形成さ
れるとともに、第１ゲート側検査配線４２Ｇ１の第２真直状部４２Ｇ１ｂと検査用ＴＦＴ
４４とを中継接続する第２中継配線部４６が、他の第２真直状部４２Ｇ１ｂを横切る形で
形成されている点に関しても、上記したソース側検査配線４２Ｓと同様であり、重複する
説明は省略する。また、検査用ＴＦＴ４４を用いて第１ゲート側検査配線４２Ｇ１やゲー
ト配線１１９の断線の有無を検査する原理などについても上記した第１ソース側検査配線
４２Ｓ１に係る検査と同様であり、重複する説明は省略する。なお、図１２では、液晶パ
ネル１１１におけるソース側ドライバ側の断面構成を示しているが、ゲート側ドライバ側
の断面構成に関しても同様である。
【００７３】
　以上説明したように本実施形態の液晶パネル（表示装置）１１１は、非表示部ＮＡＡに
配されて信号配線接続配線部１２９に接続されることで信号配線接続配線部１２９を検査
することが可能な検査配線（検査配線部）４２を備えており、相対的に幅広な幅広配線部
には、検査配線４２が含まれていて検査配線４２に第２開口部（開口部）４３が形成され
ている。このようにすれば、幅広配線部に含まれる検査配線４２に第２開口部４３が形成
されることで、その第２開口部４３を通して信号配線接続配線部１２９と同様に光が透過
するようになっている。これにより、検査配線４２が影として使用者に見え難くなり、も
って当該液晶パネル１１１の外観が良好に保たれる。
【００７４】
　＜実施形態３＞
　本発明の実施形態３を図１３または図１４によって説明する。この実施形態３では、上
記した実施形態１から、共通電極接続配線部２３０における開口部２３４の形成範囲を変
更するとともに配向膜２１１ｄ，２１１ｅの形成範囲を変更したものを示す。なお、上記
した実施形態１と同様の構造、作用及び効果について重複する説明は省略する。
【００７５】
　本実施形態に係る共通電極接続配線部２３０は、図１３及び図１４に示すように、シー
ル部２１１ｋと平面に視て重畳するシール部重畳部２３８にのみ選択的に開口部２３４が
形成されており、それ以外の部分に関してはベタ状のパターンとして形成されていて開口
部２３４が形成されていない。つまり、この共通電極接続配線部２３０には、シール部２
１１ｋに硬化光を通すためのシール用開口部２４０のみが形成されており、信号配線接続
配線部２２９群と透過光量を等しくするための開口部に関しては形成されていない。
【００７６】
　これに対し、一対の基板２１１ａ，２１１ｂにおける液晶層２１１ｃ側の板面に形成さ
れた一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅは、図１３及び図１４に示すように、表示部ＡＡと
非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとともに、非表示部ＮＡＡにおいては、ダミー画素
部２３１群及びＥＳＤ保護部２３２群とは平面に視て重畳するものの、信号配線接続配線
部２２９群及び共通電極接続配線部２３０とは平面に視て非重畳となるような範囲に形成
されている。つまり、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅにおけるＹ軸方向についての外端
位置は、ＥＳＤ保護部２３２群と、信号配線接続配線部２２９群及び共通電極接続配線部
２３０との間に設定されており、同外端縁部がＸ軸方向に沿って真っ直ぐに延在するもの
とされる。従って、共通電極接続配線部２３０は、その全域が一対の配向膜２１１ｄ，２
１１ｅとは非重畳とされる配向膜非重畳部２３７とされている。これにより、一対の基板
２１１ａ，２１１ｂにおける非表示部ＮＡＡには、図１４に示すように、一対の配向膜２
１１ｄ，２１１ｅが共に配置される配向膜配置領域ＡＦＡと、一対の配向膜２１１ｄ，２
１１ｅが共に配置されることがない配向膜非配置領域ＡＦＮＡとが有されることになる。
配向膜配置領域ＡＦＡにおいては、液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子をアンカリングす
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ることができて液晶分子の配向状態を制御可能とされるのに対し、配向膜非配置領域ＡＦ
ＮＡにおいては、液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子をアンカリングすることができず、
液晶分子の配向状態を制御不能とされる。従って、一対の基板２１１ａ，２１１ｂにおけ
る非表示部ＮＡＡは、液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子を配向する液晶配向部４７と、
液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部４８とに区分することが
でき、液晶配向部４７が配向膜配置領域ＡＦＡと平面に視て重畳する範囲とされるのに対
し、液晶非配向部４８が配向膜非配置領域ＡＦＮＡと平面に視て重畳する範囲とされる。
液晶配向部４７においては、液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子が９０°の角度でもって
捩れた形で配向状態が制御されているため、ノーマリホワイトモードとされる液晶パネル
２１１において殆どの光が透過されるようになっている。一方、液晶非配向部４８におい
ては、液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子の配向状態を制御することができないため、バ
ックライト装置からの照明光が液晶パネル２１１を殆ど透過することができない。そして
、液晶非配向部４８は、信号配線接続配線部２２９群及び共通電極接続配線部２３０と平
面に視て重畳する形で配置されているので、アレイ基板２１１ｂの非表示部ＮＡＡにおい
て隣り合う信号配線接続配線部２２９の間に有される開口部位を光が透過したとしても、
その光が液晶パネル２１１を透過することは殆どないものとされる。従って、信号配線接
続配線部２２９や共通電極接続配線部２３０が使用者に影として視認される事態が生じ難
くなり、もって液晶表示装置２１０の外観を良好に保つことができる。
【００７７】
　しかも、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅは、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形
で配されているので、仮に製造過程で各配向膜２１１ｄ，２１１ｅの形成位置が位置ずれ
した場合でも、表示部ＡＡ内に欠損なく配置される確実性が高いものとされている。その
一方で、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅが非表示部ＮＡＡに配されると、液晶層２１１
ｃに含まれる液晶分子が配向されるために光漏れの問題が生じることが懸念されるものの
、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅは、非表示部ＮＡＡにおいて遮光構造物であるダミー
画素部２３１群及びＥＳＤ保護部２３２群（第２の遮光部）と平面に視て重畳する範囲に
形成されているので、ダミー画素部２３１群及びＥＳＤ保護部２３２群によって光を遮る
ことができる。これにより、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅを非表示部ＮＡＡに配置す
ることに伴って生じ得る光漏れが発生し難いものとされる。また、一対の配向膜２１１ｄ
，２１１ｅは、液晶パネル２１１の製造工程において、一対の基板２１１ａ，２１１ｂに
対して転写印刷方式によって印刷されている。具体的には、転写印刷方式では、転写ロー
ラ上に配向膜材料を供給し、転写ローラの配向膜材料を各基板２１１ａ，２１１ｂに対し
て転写することで、各配向膜２１１ｄ，２１１ｅを形成している。この転写印刷方式では
、インクジェット方式などに比べると、各配向膜２１１ｄ，２１１ｅの形成範囲を比較的
高い精度でもって制御することができるので、光漏れを抑制する上で好適である。
【００７８】
　以上説明したように本実施形態の第２の液晶パネル２１１は、画像を表示可能な表示部
ＡＡと表示部ＡＡ外の非表示部ＮＡＡとに区分される一対の基板２１１ａ，２１１ｂと、
一対の基板２１１ａ，２１１ｂ間に挟持される液晶層２１１ｃと、一対の基板２１１ａ，
２１１ｂにおける液晶層１１ｃ側の板面の表示部ＡＡに配されるとともに液晶層２１１ｃ
に含まれる液晶分子を配向する一対の液晶配向部４７と、一対の基板２１１ａ，２１１ｂ
のいずれか一方における少なくとも非表示部ＮＡＡに配されて光を遮る遮光層２１１ｉと
、一対の基板２１１ａ，２１１ｂのいずれか一方における非表示部ＮＡＡにおいて複数が
間欠的に並列する形で配される信号配線接続配線部（配線部）２２９と、一対の基板２１
１ａ，２１１ｂの少なくともいずれか一方における非表示部ＮＡＡにおいて少なくとも信
号配線接続配線部２２９と平面に視て重畳する形で配されるとともに液晶層２１１ｃに含
まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部４８と、を備える。
【００７９】
　このようにすれば、一対の基板２１１ａ，２１１ｂにおける液晶層２１１ｃの板面の表
示部ＡＡに一対の液晶配向部４７が配されることで、液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子
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が適切に配向されるようになっており、液晶層２１１ｃに印加する電圧により液晶層２１
１ｃの透過光量を制御することが可能とされる。一対の基板２１１ａ，２１１ｂのいずれ
か一方における画像を表示可能な表示部ＡＡ外の非表示部ＮＡＡには、光を遮る遮光層２
１１ｉが配されることで、同じく非表示部ＮＡＡに配された信号配線接続配線部２２９が
当該液晶パネル２１１の使用者に視認され難くなっている。
【００８０】
　ところで、遮光層２１１ｉにおける遮光性能が不十分となり、光が遮光層２１１ｉを透
過した場合には、信号配線接続配線部２２９は、複数が間欠的に並列する形で配されてい
るため、隣り合う信号配線接続配線部２２９の間を光が透過して光漏れが生じてしまい、
当該液晶パネル２１１の使用者に信号配線接続配線部２２９が影として視認されることで
当該液晶パネル２１１の外観が悪化することが懸念される。また、光漏れを防止するため
、例えば遮光のための金属材料からなる遮光層を追加した場合には、その遮光層が信号配
線接続配線部２２９などと寄生容量を形成する、などの問題が生じるおそれがある。その
点、一対の基板２１１ａ，２１１ｂの少なくともいずれか一方における非表示部ＮＡＡに
は、少なくとも信号配線接続配線部２２９と平面に視て重畳するとともに液晶層２１１ｃ
に含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部４８が配されているから、隣り合う信号
配線接続配線部２２９の間を光が透過しても液晶非配向部４８によって液晶分子が非配向
とされることで、当該光が透過し難くなっている。これにより、光漏れが生じ難くなるの
で、信号配線接続配線部２２９が影として視認され難くなり、もって当該液晶パネル２１
１の外観が良好に保たれる。しかも、上記したように光漏れ防止のために金属材料からな
る遮光層を追加する必要がないから、信号配線接続配線部２２９との間に寄生容量が形成
される、などの問題が生じるのを回避することができる。
【００８１】
　また、一対の基板２１１ａ，２１１ｂにおける液晶層２１１ｃ側の板面に形成されて少
なくとも表示部ＡＡに配される一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅを備えており、液晶配向
部４７は、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅにおける表示部ＡＡに配される部分により構
成されているのに対し、一対の基板２１１ａ，２１１ｂの少なくともいずれか一方におけ
る液晶層２１１ｃ側の板面に、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅの少なくともいずれか一
方が信号配線接続配線部２２９と平面に視て非重畳となる範囲に選択的に配されることで
配向膜２１１ｄ，２１１ｅの配置されない配向膜非配置領域ＡＦＮＡが有されていて、液
晶非配向部４８は、配向膜非配置領域ＡＦＮＡからなる。このようにすれば、液晶非配向
部４８が配向膜２１１ｄ，２１１ｅの配置されない配向膜非配置領域ＡＦＮＡからなるこ
とで、光の透過を一層好適に抑制することができる。また、配向膜２１１ｄ，２１１ｅの
形成範囲に係る位置精度を十分確保できる場合に好適となる。
【００８２】
　また、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅは、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で
配されており、一対の基板２１１ａ，２１１ｂの少なくともいずれか一方における非表示
部ＮＡＡには、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅと平面に視て重畳し且つ信号配線接続配
線部２２９よりも表示部ＡＡ側に配されるとともに光を遮るダミー画素部２３１及びＥＳ
Ｄ保護部２３２（第２の遮光層）が形成されている。このようにすれば、一対の配向膜２
１１ｄ，２１１ｅは、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されているので、仮に
製造過程で配向膜２１１ｄ，２１１ｅの形成位置が位置ずれした場合でも表示部ＡＡに配
置される確実性が高いものとされる。その一方、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅには、
非表示部ＮＡＡに配される部分が生じるため、遮光層２１１ｉを透過した光が漏れ出すこ
とが懸念されるものの、一対の配向膜２１１ｄ，２１１ｅのうちの非表示部ＮＡＡに配さ
れる部分に対して平面に視て重畳し且つ信号配線接続配線部２２９よりも表示部ＡＡ側に
配されるダミー画素部２３１及びＥＳＤ保護部２３２によってその光を遮ることで、上記
のような光漏れを抑制することができる。
【００８３】
　また、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに区分されている一対の基板２１１ａ，２１１ｂ
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と、一対の基板２１１ａ，２１１ｂ間に挟持される液晶層２１１ｃと、一対の基板２１１
ａ，２１１ｂにおける液晶層２１１ｃ側の板面に形成されて少なくとも表示部ＡＡに配さ
れるとともに液晶層２１１ｃに含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜２１１ｄ，２１
１ｅと、を備えており、一対の基板２１１ａ，２１１ｂ間に電圧が印加されない状態で光
の透過率が最大となるノーマリホワイトモードとされる。このようにすれば、当該液晶パ
ネル２１１がノーマリホワイトモードとされると、一対の基板２１１ａ，２１１ｂ間に電
圧が印加されない状態で光の透過率が最大となるため、常に光漏れに伴う外観の悪化が懸
念されるものの、隣り合う信号配線接続配線部２２９の間を光が漏れ出す得る構成であっ
ても液晶非配向部４８によって信号配線接続配線部２２９が影として使用者に視認され難
くなり、もって外観の悪化が抑制される。
【００８４】
　＜実施形態４＞
　本発明の実施形態４を図１５から図１７によって説明する。この実施形態４では、上記
した実施形態２から、共通電極接続配線部３３０における開口部３３４の形成範囲を変更
するとともに配向膜３１１ｄ，３１１ｅの形成範囲を変更して、上記した実施形態３と同
様の構成としたものを示す。なお、上記した実施形態２，３と同様の構造、作用及び効果
について重複する説明は省略する。
【００８５】
　本実施形態に係る共通電極接続配線部３３０を構成するゲート側共通電極接続配線部３
３０Ｇ及びソース側共通電極接続配線部３３０Ｓは、図１５から図１７に示すように、シ
ール部３１１ｋと平面に視て重畳するシール部重畳部３３８にのみ選択的に開口部３３４
が形成されており、それ以外の部分に関してはベタ状のパターンとして形成されていて開
口部３３４が形成されていない。つまり、このゲート側共通電極接続配線部３３０Ｇ及び
ソース側共通電極接続配線部３３０Ｓには、シール部３１１ｋに硬化光を通すためのシー
ル用開口部３４０のみが形成されており、ゲート配線接続配線部３２９Ｇ群及びソース配
線接続配線部３２９Ｓ群と透過光量を等しくするための開口部に関しては形成されていな
い。
【００８６】
　これに対し、一対の基板３１１ａ，３１１ｂにおける液晶層３１１ｃ側の板面に形成さ
れた一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅは、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配さ
れるとともに、非表示部ＮＡＡのうちのソース側ドライバ側においては、図１５及び図１
７に示すように、ダミー画素部３３１群及びＥＳＤ保護部３３２群とは平面に視て重畳す
るものの、ソース配線接続配線部３２９Ｓ群及びソース側共通電極接続配線部３３０Ｓと
は平面に視て非重畳となるような範囲に形成されている。つまり、一対の配向膜３１１ｄ
，３１１ｅにおけるＹ軸方向についての外端位置は、ＥＳＤ保護部３３２群と、ソース配
線接続配線部３２９Ｓ群及びソース側共通電極接続配線部３３０Ｓとの間に設定されてお
り、同外端縁部がＸ軸方向に沿って真っ直ぐに延在するものとされる。また、一対の配向
膜３１１ｄ，３１１ｅは、第２ソース側検査配線３４２Ｓ２の全域に対して平面に視て重
畳するのに対し、第１ソース側検査配線３４２Ｓ１の約半分程度と平面に視て重畳してい
る。詳しくは、一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅは、第１ソース側検査配線３４２Ｓ１の
うち、第１真直状部３４２Ｓ１ｂにおける第２真直状部３４２Ｓ１ｃ側の約半分、及び第
２真直状部３４２Ｓ１ｃの全域に対して平面に視て重畳するものの、第１真直状部３４２
Ｓ１ｂにおける傾斜状部３４２Ｓ１ａ側の約半分、及び傾斜状部３４２Ｓ１ａの全域に対
して平面に視て非重畳とされる。一方、一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅは、非表示部Ｎ
ＡＡのうちのゲート側ドライバ側においては、図１６及び図１７に示すように、ＥＳＤ保
護部３３２群とは平面に視て重畳するものの、ゲート配線接続配線部３２９Ｇ群及びゲー
ト側共通電極接続配線部３３０Ｇとは平面に視て非重畳となるような範囲に形成されてい
る。つまり、一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅにおけるＹ軸方向についての外端位置は、
ＥＳＤ保護部３３２群と、ゲート配線接続配線部３２９Ｇ群及びゲート側共通電極接続配
線部３３０Ｇとの間に設定されており、同外端縁部がＸ軸方向に沿って真っ直ぐに延在す
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るものとされる。また、一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅは、第２ゲート側検査配線３４
２Ｇ２の全域に対して平面に視て重畳するのに対し、第１ゲート側検査配線３４２Ｇ１の
約半分程度と平面に視て重畳している。詳しくは、一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅは、
第１ゲート側検査配線３４２Ｇ１のうち、第１真直状部３４２Ｇ１ｂにおける第２真直状
部３４２Ｇ１ｃ側の約半分、及び第２真直状部３４２Ｇ１ｃの全域に対して平面に視て重
畳するものの、第１真直状部３４２Ｇ１ｂにおける傾斜状部３４２Ｇ１ａ側の約半分、及
び傾斜状部３４２Ｇ１ａの全域に対して平面に視て非重畳とされる。
【００８７】
　これにより、一対の基板３１１ａ，３１１ｂにおける非表示部ＮＡＡには、図１７に示
すように、一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅが共に配置される配向膜配置領域ＡＦＡと、
一対の配向膜３１１ｄ，３１１ｅが共に配置されることがない配向膜非配置領域ＡＦＮＡ
とが有されることになる。なお、これら配向膜配置領域ＡＦＡ及び配向膜非配置領域ＡＦ
ＮＡは、上記した実施形態３と同様の作用を奏するものである。従って、一対の基板３１
１ａ，３１１ｂにおける非表示部ＮＡＡは、液晶層３１１ｃに含まれる液晶分子を配向す
る液晶配向部３４７と、液晶層３１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部
３４８とに区分することができる。なお、これら液晶配向部３４７及び液晶非配向部３４
８は、上記した実施形態３と同様の作用を奏するものである。特に、液晶非配向部３４８
は、各信号配線接続配線部３２９群、各共通電極接続配線部３３０、及び各第１検査配線
３４２Ｇ１，３４２Ｓ１の約半分（特に各傾斜状部３４２Ｇ１ａ，３４２Ｓ１ａ）と平面
に視て重畳する形で配置されているので、アレイ基板３１１ｂの非表示部ＮＡＡにおいて
隣り合う各信号配線接続配線部３２９の間に有される開口部位や、隣り合う各傾斜状部３
４２Ｇ１ａ，３４２Ｓ１ａの間に有される開口部位を光が透過したとしても、その光が液
晶パネル３１１を透過することは殆どないものとされる。従って、各信号配線接続配線部
３２９、各共通電極接続配線部３３０、各第１検査配線３４２Ｇ１，３４２Ｓ１の各傾斜
状部３４２Ｇ１ａ，３４２Ｓ１ａが使用者に影として視認される事態が生じ難くなり、も
って液晶表示装置３１０の外観を良好に保つことができる。なお、図１７では、液晶パネ
ル３１１におけるソース側ドライバ側の断面構成を示しているが、ゲート側ドライバ側の
断面構成に関しても同様である。
【００８８】
　＜実施形態５＞
　本発明の実施形態５を図１８によって説明する。この実施形態５では、上記した実施形
態３から、配向膜４１１ｄ，４１１ｅの形成範囲を変更するとともにその配向処理範囲を
変更したものを示す。なお、上記した実施形態３と同様の構造、作用及び効果について重
複する説明は省略する。
【００８９】
　本実施形態に係る液晶パネル４１１を構成する一対の基板４１１ａ，４１１ｂにおける
液晶層４１１ｃ側の板面に形成された一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅは、表示部ＡＡと
非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとともに非表示部ＮＡＡにおいては、図１８に示す
ように、上記した実施形態１と同様に共通電極接続配線部４３０のトランスファパッド部
４３０ａと共通電極４１１ｊとの接続部位、及びシール部４１１ｋの形成部位を除いては
、ほぼ全域にわたってベタ状に形成されている。ところが、一対の配向膜４１１ｄ，４１
１ｅは、ラビング処理（配向処理）がなされたラビング処理部（配向処理部）ＡＰと、ラ
ビング処理がなされない非ラビング処理部（配向非処理部）ＡＮＰとを有している点で、
上記した実施形態３とは構成が異なる。一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅにおけるラビン
グ処理部ＡＰは、ダミー画素部群（図示せず）及びＥＳＤ保護部４３２群と平面に視て重
畳する範囲に形成されるのに対し、非ラビング処理部ＡＮＰは、信号配線接続配線部４２
９群及び共通電極接続配線部４３０と平面に視て重畳する範囲に形成されている。つまり
、ラビング処理部ＡＰと非ラビング処理部ＡＮＰとの境界位置は、ＥＳＤ保護部４３２群
と、信号配線接続配線部４２９群及び共通電極接続配線部４３０との間に設定されており
、その境界線がＸ軸方向に沿って真っ直ぐに延在するものとされる。上記のような範囲に
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ラビング処理部ＡＰ及び非ラビング処理部ＡＮＰを形成するには、例えば製造工程のうち
の各配向膜４１１ｄ，４１１ｅにラビング処理を行う際に、各配向膜４１１ｄ，４１１ｅ
における非ラビング処理部ＡＮＰに対して金属板材などからなるマスク部材を被せるよう
にして配置し、マスク部材からラビング処理部ＡＰを露出させるようにしておき、その状
態で布を各配向膜４１１ｄ，４１１ｅ及びマスク部材に対して擦り付けると、マスク部材
から露出したラビング処理部ＡＰのみにラビング処理がなされ、マスク部材により覆われ
た非ラビング処理部ＡＮＰにはラビング処理がなされることがない。ラビング処理部ＡＰ
は、上記のようにしてラビング処理がなされているので、液晶層４１１ｃに含まれる液晶
分子をアンカリングすることができて液晶分子の配向状態を制御可能とされるのに対し、
非ラビング処理部ＡＮＰは、液晶層４１１ｃに含まれる液晶分子をアンカリングすること
ができず、液晶分子の配向状態を制御不能とされる。従って、一対の基板４１１ａ，４１
１ｂにおける非表示部ＮＡＡは、液晶層４１１ｃに含まれる液晶分子を配向する液晶配向
部４４７と、液晶層４１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部４４８とに
区分することができ、液晶配向部４４７がラビング処理部ＡＰと平面に視て重畳する範囲
とされるのに対し、液晶非配向部４４８が非ラビング処理部ＡＮＰと平面に視て重畳する
範囲とされる。なお、これら液晶配向部４４７及び液晶非配向部４４８は、上記した実施
形態３と同様の作用を奏するものである。また、本実施形態に係る一対の配向膜４１１ｄ
，４１１ｅは、ラビング処理部ＡＰと非ラビング処理部ＡＮＰとにおける平面に視た形成
範囲が同一とされているので、ラビング処理を行う際に用いるマスク部材を共用化されて
いて製造コストの低廉化を図る上で好適である。
【００９０】
　また、一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅは、液晶パネル４１１の製造工程において、一
対の基板４１１ａ，４１１ｂに対してインクジェット方式によって印刷されている。具体
的には、インクジェット方式では、インクジェットノズルから配向膜材料の液滴を各基板
４１１ａ，４１１ｂに向けて吐出することで、各配向膜４１１ｄ，４１１ｅを形成してい
る。このインクジェット方式では、転写印刷方式などに比べると、タクトタイムが短く済
むとともに製造コストが低廉なものとなる。その一方、各配向膜４１１ｄ，４１１ｅの形
成範囲に係る位置精度に関しては、転写印刷方式などに比べると相対的に低いものとされ
るものの、上記したようにラビング処理を行うことで、ラビング処理部ＡＰの形成範囲（
非ラビング処理部ＡＮＰの形成範囲）に係る精度に関しては容易に高くすることができる
ので、上記した実施形態３と同様の作用及び効果を得ることができる。
【００９１】
　以上説明したように本実施形態によれば、一対の基板４１１ａ，４１１ｂにおける液晶
層４１１ｃ側の板面に形成されて表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配される一対
の配向膜４１１ｄ，４１１ｅを備えており、一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅにおける表
示部ＡＡに配される部分が配向処理を成されたラビング処理部（配向処理部）ＡＰとされ
るのに対し、一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅの少なくともいずれか一方における非表示
部ＮＡＡに配され且つ少なくとも信号配線接続配線部４２９と平面に視て重畳する部分が
配向処理がなされない非ラビング処理部（配向非処理部）ＡＮＰとされており、液晶配向
部４４７は、ラビング処理部ＡＰからなるのに対し、液晶非配向部４４８は、非ラビング
処理部ＡＮＰからなる。このようにすれば、一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅは、表示部
ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されているので、仮に製造過程で配向膜４１１ｄ，
４１１ｅの形成位置が位置ずれした場合でも表示部ＡＡに配置される確実性が高いものと
される。その上で、液晶配向部４４７が一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅにおける配向処
理が成されたラビング処理部ＡＰからなるのに対し、液晶非配向部４４８が一対の配向膜
４１１ｄ，４１１ｅの少なくともいずれか一方における配向処理がなされない非ラビング
処理部ＡＮＰからなることで、配向膜４１１ｄ，４１１ｅの形成範囲に係る位置精度を十
分確保できない場合に好適となる。言い換えると、配向膜４１１ｄ，４１１ｅの形成範囲
に係る位置精度が低くても、液晶非配向部４４８が配置される確実性が高いものとされる
から、低コスト化などを図る上で有用となる。
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【００９２】
　また、一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅは、一対の基板４１１ａ，４１１ｂにおける平
面に視た形成範囲が同一とされており、液晶非配向部４４８は、一対の基板４１１ａ，４
１１ｂにそれぞれ配されている。このようにすれば、液晶非配向部４４８が一対の基板４
１１ａ，４１１ｂにそれぞれ配されることで、隣り合う信号配線接続配線部４２９の間を
透過した光の漏れ出しをより確実に防ぐことができるので、信号配線接続配線部４２９が
影として一層視認され難くなり、当該液晶パネル４１１の外観を良好に保つ上で一層好適
とされる。しかも、一対の配向膜４１１ｄ，４１１ｅは、一対の基板４１１ａ，４１１ｂ
における平面に視た形成範囲が同一とされているから、例えば製造過程で各配向膜４１１
ｄ，４１１ｅをパターニングするための配向膜印刷版を共用することができ、もって製造
コストの低減などを図る上で好適となる。
【００９３】
　＜実施形態６＞
　本発明の実施形態６を図１９によって説明する。この実施形態６では、上記した実施形
態４から、配向膜５１１ｄ，５１１ｅの形成範囲を変更するとともにその配向処理範囲を
変更して上記した実施形態５と同様にしたものを示す。なお、上記した実施形態４，５と
同様の構造、作用及び効果について重複する説明は省略する。
【００９４】
　本実施形態に係る液晶パネル５１１を構成する一対の基板５１１ａ，５１１ｂにおける
液晶層５１１ｃ側の板面に形成された一対の配向膜５１１ｄ，５１１ｅは、表示部ＡＡと
非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとともに非表示部ＮＡＡにおいては、図１９に示す
ように、上記した実施形態２と同様に各共通電極接続配線部５３０のトランスファパッド
部５３０ａと共通電極５１１ｊとの接続部位、及びシール部５１１ｋの形成部位を除いて
は、ほぼ全域にわたってベタ状に形成されている。ところが、一対の配向膜５１１ｄ，５
１１ｅは、ラビング処理（配向処理）がなされたラビング処理部（配向処理部）ＡＰと、
ラビング処理がなされない非ラビング処理部（配向非処理部）ＡＮＰとを有している点で
、上記した実施形態４とは構成が異なる。一対の配向膜５１１ｄ，５１１ｅにおけるラビ
ング処理部ＡＰは、ソース側ドライバ側においては、ダミー画素部群（図示せず）及びＥ
ＳＤ保護部群（図示せず）と平面に視て重畳する範囲に形成されるとともに、ゲート側ド
ライバ側においては、ＥＳＤ保護部群（図示せず）と平面に視て重畳する範囲に形成され
るのに対し、非ラビング処理部ＡＮＰは、各信号配線接続配線部群（図示せず）、各共通
電極接続配線部５３０、及び各第１検査配線５４２Ｓ１（５４２Ｇ１）の約半分と平面に
視て重畳する範囲に形成されている。つまり、ラビング処理部ＡＰと非ラビング処理部Ａ
ＮＰとの境界位置は、ＥＳＤ保護部群と、各信号配線接続配線部群及び各共通電極接続配
線部５３０との間に設定されており、その境界線がＸ軸方向に沿って真っ直ぐに延在する
ものとされる。なお、ラビング処理部ＡＰ及び非ラビング処理部ＡＮＰの作用及び形成方
法などに関しては、上記した実施形態５と同様である。そして、一対の基板５１１ａ，５
１１ｂにおける非表示部ＮＡＡは、液晶層５１１ｃに含まれる液晶分子を配向する液晶配
向部５４７と、液晶層５１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部５４８と
に区分することができ、液晶配向部５４７がラビング処理部ＡＰと平面に視て重畳する範
囲とされるのに対し、液晶非配向部５４８が非ラビング処理部ＡＮＰと平面に視て重畳す
る範囲とされる。なお、これら液晶配向部５４７及び液晶非配向部５４８は、上記した実
施形態３と同様の作用を奏するものである。
【００９５】
　＜実施形態７＞
　本発明の実施形態７を図２０によって説明する。この実施形態７では、上記した実施形
態１に記載した共通電極接続配線部６３０に開口部６３４を形成する構成に、上記した実
施形態３に記載した配向膜６１１ｄ，６１１ｅの形成範囲に係る構成を組み合わせたもの
を示す。なお、上記した実施形態１，３と同様の構造、作用及び効果について重複する説
明は省略する。
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【００９６】
　本実施形態に係る液晶パネル６１１を構成する一対の基板６１１ａ，６１１ｂにおける
液晶層６１１ｃ側の板面に形成された一対の配向膜６１１ｄ，６１１ｅは、図２０に示す
ように、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとともに、非表示部ＮＡＡに
おいては、ダミー画素部群（図示せず）及びＥＳＤ保護部６３２群とは平面に視て重畳す
るものの、信号配線接続配線部群（図示せず）及び共通電極接続配線部６３０とは平面に
視て非重畳となるような範囲に形成されている。つまり、一対の配向膜６１１ｄ，６１１
ｅにおけるＹ軸方向についての外端位置は、ＥＳＤ保護部６３２群と、信号配線接続配線
部群及び共通電極接続配線部６３０との間に設定されており、同外端縁部がＸ軸方向に沿
って真っ直ぐに延在するものとされる。従って、共通電極接続配線部６３０は、その全域
が一対の配向膜６１１ｄ，６１１ｅとは非重畳とされる配向膜非重畳部６３７とされてい
る。これにより、一対の基板６１１ａ，６１１ｂにおける非表示部ＮＡＡには、一対の配
向膜６１１ｄ，６１１ｅが共に配置される配向膜配置領域ＡＦＡと、一対の配向膜６１１
ｄ，６１１ｅが共に配置されることがない配向膜非配置領域ＡＦＮＡとが有されることに
なる。なお、配向膜配置領域ＡＦＡ及び配向膜非配置領域ＡＦＮＡの作用などは上記した
実施形態３と同様である。そして、一対の基板６１１ａ，６１１ｂにおける非表示部ＮＡ
Ａは、液晶層６１１ｃに含まれる液晶分子を配向する液晶配向部６４７と、液晶層６１１
ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部６４８とに区分することができ、液晶
配向部６４７が配向膜配置領域ＡＦＡと平面に視て重畳する範囲とされるのに対し、液晶
非配向部６４８が配向膜非配置領域ＡＦＮＡと平面に視て重畳する範囲とされる。なお、
液晶配向部６４７及び液晶非配向部６４８の作用などは上記した実施形態３と同様である
。
【００９７】
　これに対し、共通電極接続配線部６３０には、部分的に開口部６３４が形成されている
。開口部６３４は、共通電極接続配線部６３０のうち、共通電極６１１ｊに対する接続部
位であるトランスファパッド部６３０ａを除いたほぼ全域に形成されている。つまり、開
口部６３４は、共通電極接続配線部６３０のうち、平面に視て帯状をなすトランスファパ
ッド部６３０ａに対して表示部ＡＡ側に配されるとともに信号配線接続配線部群（図示せ
ず）に対して隣り合う部分に形成されているので、液晶非配向部６４８を僅かながらも光
が透過した場合でも、その光を隣り合う信号配線接続配線部間の開口部位と同様に開口部
６３４に通すことが可能とされる。これにより、液晶非配向部６４８を僅かながらも光が
透過した場合においても、信号配線接続配線部群と共通電極接続配線部６３０とが液晶表
示装置６１０の使用者には同等に見え易くなっており、液晶表示装置６１０の外観が極め
て良好に保たれる。なお、開口部６３４の平面形状などは上記した実施形態１と同様であ
る。
【００９８】
　以上説明したように本実施形態の第１の液晶パネル６１１によれば、表示部ＡＡと非表
示部ＮＡＡとに区分されている一対の基板６１１ａ，６１１ｂと、一対の基板６１１ａ，
６１１ｂ間に挟持される液晶層６１１ｃと、一対の基板６１１ａ，６１１ｂにおける液晶
層６１１ｃ側の板面に形成されて表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとと
もに液晶層６１１ｃに含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜６１１ｄ，６１１ｅと、
一対の基板６１１ａ，６１１ｂの少なくともいずれか一方における非表示部ＮＡＡにおい
て信号配線接続配線部及び共通電極接続配線部６３０と平面に視て重畳する形で配される
とともに液晶層６１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部６４８と、を備
える。このようにすれば、遮光層６１１ｉ、隣り合う信号配線接続配線部の間、及び共通
電極接続配線部６３０の開口部６３４を光が透過しても液晶非配向部６４８によって液晶
分子が非配向とされることで、当該光が透過し難くなっている。これにより、光漏れが生
じ難くなるので、当該液晶パネル６１１の外観が良好に保たれる。
【００９９】
　また、本実施形態の第２の液晶パネル６１１によれば、一対の基板６１１ａ，６１１ｂ
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のいずれか一方における非表示部ＮＡＡに配されて信号配線接続配線部に比べて線幅が広
く且つ部分的に開口部６３４が形成されてなる共通電極接続配線部（幅広配線部）６３０
を備える。仮に共通電極接続配線部が開口部６３４を有することのないベタ状のパターン
として形成されていた場合には、共通電極接続配線部を光が透過することが殆どなく、信
号配線接続配線部との間で透過光量に差が生じてしまい、結果として当該液晶パネル６１
１の使用者に共通電極接続配線部が影として見え易くなって外観が悪化することが懸念さ
れる。その点、共通電極接続配線部６３０には、部分的に開口部６３４が形成されている
ので、その開口部６３４を通して信号配線接続配線部６２９と同様に光が透過するように
なっている。これにより、当該液晶パネル６１１の使用者に共通電極接続配線部６３０が
特に影として見えるような事態が生じ難くなり、もって外観が良好に保たれる。
【０１００】
　＜実施形態８＞
　本発明の実施形態８を図２１によって説明する。この実施形態８では、上記した実施形
態２に記載した各共通電極接続配線部７３０に開口部７３４を形成する構成に、上記した
実施形態４に記載した配向膜７１１ｄ，７１１ｅの形成範囲に係る構成を組み合わせたも
のを示す。なお、上記した実施形態２，４と同様の構造、作用及び効果について重複する
説明は省略する。
【０１０１】
　本実施形態に係る液晶パネル７１１を構成する一対の基板７１１ａ，７１１ｂにおける
液晶層７１１ｃ側の板面に形成された一対の配向膜７１１ｄ，７１１ｅは、図２１に示す
ように、表示部ＡＡと非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとともに、非表示部ＮＡＡに
おいては、ソース側ドライバ側ではダミー画素部群（図示せず）及びＥＳＤ保護部群（図
示せず）と平面に視て重畳し、ゲート側ドライバ側ではＥＳＤ保護部群（図示せず）と平
面に視て重畳するものの、ソース側ドライバ側及びゲート側ドライバ側ではいずれも各信
号配線接続配線部群（図示せず）、各共通電極接続配線部７３０、及び各第１検査配線７
４２Ｓ１（７４２Ｇ１）の約半分とは平面に視て非重畳となるような範囲に形成されてい
る。つまり、一対の配向膜７１１ｄ，７１１ｅにおけるＹ軸方向についての外端位置は、
ＥＳＤ保護部群と、各信号配線接続配線部群及び各共通電極接続配線部７３０との間に設
定されており、同外端縁部がＸ軸方向に沿って真っ直ぐに延在するものとされる。従って
、各共通電極接続配線部７３０は、その全域が一対の配向膜７１１ｄ，７１１ｅとは非重
畳とされる配向膜非重畳部７３７とされている。これにより、一対の基板７１１ａ，７１
１ｂにおける非表示部ＮＡＡには、一対の配向膜７１１ｄ，７１１ｅが共に配置される配
向膜配置領域ＡＦＡと、一対の配向膜７１１ｄ，７１１ｅが共に配置されることがない配
向膜非配置領域ＡＦＮＡとが有されることになる。なお、配向膜配置領域ＡＦＡ及び配向
膜非配置領域ＡＦＮＡの作用などは上記した実施形態３と同様である。そして、一対の基
板７１１ａ，７１１ｂにおける非表示部ＮＡＡは、液晶層７１１ｃに含まれる液晶分子を
配向する液晶配向部７４７と、液晶層７１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非
配向部７４８とに区分することができ、液晶配向部７４７が配向膜配置領域ＡＦＡと平面
に視て重畳する範囲とされるのに対し、液晶非配向部７４８が配向膜非配置領域ＡＦＮＡ
と平面に視て重畳する範囲とされる。なお、液晶配向部７４７及び液晶非配向部７４８の
作用などは上記した実施形態３と同様である。
【０１０２】
　これに対し、各共通電極接続配線部７３０には、部分的に開口部７３４が形成されてい
る。開口部７３４は、共通電極接続配線部７３０のうち、共通電極７１１ｊに対する接続
部位であるトランスファパッド部７３０ａを除いたほぼ全域に形成されている。つまり、
開口部７３４は、共通電極接続配線部７３０のうち、平面に視て帯状をなすトランスファ
パッド部７３０ａに対して表示部ＡＡ側に配されるとともに第１ソース側検査配線７４２
Ｓ１における傾斜状部（図示せず）に対して隣り合う部分に形成されているので（図１０
を参照）、液晶非配向部７４８を僅かながらも光が透過した場合でも、その光を、隣り合
う信号配線接続配線部間の開口部位、及び隣り合う傾斜状部間の開口部位と同様に開口部
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７３４に通すことが可能とされる。また、図示は省略するが、第１ソース側検査配線７４
２Ｓ１における傾斜状部にも第２開口部が形成されており、液晶非配向部７４８を透過し
た光を通すことが可能とされる。これにより、液晶非配向部７４８を僅かながらも光が透
過した場合においても、各信号配線接続配線部群と各共通電極接続配線部７３０と第１ソ
ース側検査配線７４２Ｓ１の傾斜状部群とが液晶表示装置７１０の使用者には同等に見え
易くなっており、液晶表示装置７１０の外観が極めて良好に保たれる。また、開口部７３
４及び第２開口部の平面形状などは上記した実施形態２と同様である。
【０１０３】
　＜実施形態９＞
　本発明の実施形態９を図２２によって説明する。この実施形態９では、上記した実施形
態１に記載した共通電極接続配線部８３０に開口部８３４を形成する構成に、上記した実
施形態５に記載した配向膜８１１ｄ，８１１ｅの配向処理範囲に係る構成を組み合わせた
ものを示す。なお、上記した実施形態１，５と同様の構造、作用及び効果について重複す
る説明は省略する。
【０１０４】
　本実施形態に係る液晶パネル８１１を構成する一対の基板８１１ａ，８１１ｂにおける
液晶層８１１ｃ側の板面に形成された一対の配向膜８１１ｄ，８１１ｅは、表示部ＡＡと
非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとともに非表示部ＮＡＡにおいては、図２２に示す
ように、上記した実施形態１と同様に共通電極接続配線部８３０のトランスファパッド部
８３０ａと共通電極８１１ｊとの接続部位、及びシール部８１１ｋの形成部位を除いては
、ほぼ全域にわたってベタ状に形成されている。ところが、一対の配向膜８１１ｄ，８１
１ｅは、ラビング処理（配向処理）がなされたラビング処理部（配向処理部）ＡＰと、ラ
ビング処理がなされない非ラビング処理部（配向非処理部）ＡＮＰとを有している。ラビ
ング処理部ＡＰ及び非ラビング処理部ＡＮＰの形成範囲、形成方法、及び作用などは上記
した実施形態５と同様である。そして、一対の基板８１１ａ，８１１ｂにおける非表示部
ＮＡＡは、液晶層８１１ｃに含まれる液晶分子を配向する液晶配向部８４７と、液晶層８
１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部８４８とに区分することができ、
液晶配向部８４７がラビング処理部ＡＰと平面に視て重畳する範囲とされるのに対し、液
晶非配向部８４８が非ラビング処理部ＡＮＰと平面に視て重畳する範囲とされる。なお、
これら液晶配向部８４７及び液晶非配向部８４８は、上記した実施形態３と同様の作用を
奏するものである。
【０１０５】
　これに対し、共通電極接続配線部８３０には、部分的に開口部８３４が形成されている
。開口部８３４は、共通電極接続配線部８３０のうち、共通電極８１１ｊに対する接続部
位であるトランスファパッド部８３０ａを除いたほぼ全域に形成されている。つまり、開
口部８３４は、共通電極接続配線部８３０のうち、平面に視て帯状をなすトランスファパ
ッド部８３０ａに対して表示部ＡＡ側に配されるとともに信号配線接続配線部群（図示せ
ず）に対して隣り合う部分に形成されているので、液晶非配向部８４８を僅かながらも光
が透過した場合でも、その光を隣り合う信号配線接続配線部間の開口部位と同様に開口部
８３４に通すことが可能とされる。これにより、液晶非配向部８４８を僅かながらも光が
透過した場合においても、信号配線接続配線部群と共通電極接続配線部８３０とが液晶表
示装置８１０の使用者には同等に見え易くなっており、液晶表示装置８１０の外観が極め
て良好に保たれる。なお、開口部８３４の平面形状などは上記した実施形態１と同様であ
る。
【０１０６】
　＜実施形態１０＞
　本発明の実施形態１０を図２３によって説明する。この実施形態１０では、上記した実
施形態２に記載した共通電極接続配線部９３０に開口部９３４を形成する構成に、上記し
た実施形態６に記載した配向膜９１１ｄ，９１１ｅの配向処理範囲に係る構成を組み合わ
せたものを示す。ものを示す。なお、上記した実施形態２，６と同様の構造、作用及び効
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果について重複する説明は省略する。
【０１０７】
　本実施形態に係る液晶パネル９１１を構成する一対の基板９１１ａ，９１１ｂにおける
液晶層９１１ｃ側の板面に形成された一対の配向膜９１１ｄ，９１１ｅは、表示部ＡＡと
非表示部ＮＡＡとに跨る形で配されるとともに非表示部ＮＡＡにおいては、図２３に示す
ように、上記した実施形態２と同様に各共通電極接続配線部９３０のトランスファパッド
部９３０ａと共通電極９１１ｊとの接続部位、及びシール部９１１ｋの形成部位を除いて
は、ほぼ全域にわたってベタ状に形成されている。ところが、一対の配向膜９１１ｄ，９
１１ｅは、ラビング処理（配向処理）がなされたラビング処理部（配向処理部）ＡＰと、
ラビング処理がなされない非ラビング処理部（配向非処理部）ＡＮＰとを有している。ラ
ビング処理部ＡＰ及び非ラビング処理部ＡＮＰの形成範囲、形成方法、及び作用などは上
記した実施形態６と同様である。そして、一対の基板９１１ａ，９１１ｂにおける非表示
部ＮＡＡは、液晶層９１１ｃに含まれる液晶分子を配向する液晶配向部９４７と、液晶層
９１１ｃに含まれる液晶分子を非配向とする液晶非配向部９４８とに区分することができ
、液晶配向部９４７がラビング処理部ＡＰと平面に視て重畳する範囲とされるのに対し、
液晶非配向部９４８が非ラビング処理部ＡＮＰと平面に視て重畳する範囲とされる。なお
、これら液晶配向部９４７及び液晶非配向部９４８は、上記した実施形態３と同様の作用
を奏するものである。
【０１０８】
　これに対し、各共通電極接続配線部９３０には、部分的に開口部９３４が形成されてい
る。開口部９３４は、共通電極接続配線部９３０のうち、共通電極９１１ｊに対する接続
部位であるトランスファパッド部９３０ａを除いたほぼ全域に形成されている。つまり、
開口部９３４は、共通電極接続配線部９３０のうち、平面に視て帯状をなすトランスファ
パッド部９３０ａに対して表示部ＡＡ側に配されるとともに第１ソース側検査配線９４２
Ｓ１における傾斜状部（図示せず）に対して隣り合う部分に形成されているので（図１０
を参照）、液晶非配向部９４８を僅かながらも光が透過した場合でも、その光を、隣り合
う信号配線接続配線部間の開口部位、及び隣り合う傾斜状部間の開口部位と同様に開口部
９３４に通すことが可能とされる。また、図示は省略するが、第１ソース側検査配線９４
２Ｓ１における傾斜状部にも第２開口部が形成されており、液晶非配向部９４８を透過し
た光を通すことが可能とされる。これにより、液晶非配向部９４８を僅かながらも光が透
過した場合においても、各信号配線接続配線部群と各共通電極接続配線部９３０と第１ソ
ース側検査配線９４２Ｓ１の傾斜状部群とが液晶表示装置９１０の使用者には同等に見え
易くなっており、液晶表示装置９１０の外観が極めて良好に保たれる。また、開口部９３
４及び第２開口部の平面形状などは上記した実施形態２と同様である。
【０１０９】
　＜実施形態１１＞
　本発明の実施形態１１を図２４によって説明する。この実施形態１１では、上記した実
施形態１から、共通電極接続配線部１０３０が区分共通電極接続配線部１０３５と短絡部
４９とからなる構成としたものを示す。なお、上記した実施形態１と同様の構造、作用及
び効果について重複する説明は省略する。
【０１１０】
　本実施形態に係る共通電極接続配線部１０３０は、図２４に示すように、部分的に形成
された開口部１０３４によって多数本の区分共通電極接続配線部１０３５に区分されると
ともに、隣り合う区分共通電極接続配線部１０３５同士が短絡部４９により短絡された構
成となっている。短絡部４９は、区分共通電極接続配線部１０３５の延在方向と交差する
方向に沿って延在する形で配されており、具体的にはＹ軸方向に沿って延在するとともに
Ｙ軸方向について隣り合う区分共通電極接続配線部１０３５間を短絡するものと、Ｘ軸方
向に沿って延在するとともにＸ軸方向について隣り合う区分共通電極接続配線部１０３５
間を短絡するものとが複数本ずつ間欠的に並ぶ形でそれぞれ備えられている。各区分共通
電極接続配線部１０３５は、その延在方向について複数箇所において間欠的に短絡部４９
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に接続されている。従って、いずれかの区分共通電極接続配線部１０３５に断線が生じた
場合でも、その断線箇所を挟んだ両側部分がそれぞれ短絡部４９により隣り合う区分共通
電極接続配線部１０３５に短絡されることで、隣り合う区分共通電極接続配線部１０３５
と同電位に保たれる。しかも、共通電極接続配線部１０３０の面積が短絡部４９の分だけ
増加することになるので、配線抵抗を低減させることができる。
【０１１１】
　以上説明したように本実施形態によれば、共通電極接続配線部１０３０は、隣り合う区
分共通電極接続配線部１０３５同士を短絡する短絡部４９を備えている。このようにすれ
ば、短絡部４９により隣り合う区分共通電極接続配線部１０３５同士を短絡することで、
例えば複数の区分共通電極接続配線部１０３５のうちのいずれかに断線が生じた場合でも
短絡部４９によって断線した区分共通電極接続配線部１０３５に対する隣り合う区分共通
電極接続配線部１０３５の電気的な接続を維持することができ、また共通電極接続配線部
１０３０に係る配線抵抗を低くすることができる。
【０１１２】
　＜実施形態１２＞
　本発明の実施形態１２を図２５によって説明する。この実施形態１２では、上記した実
施形態２から、各共通電極接続配線部１１３０が区分共通電極接続配線部１１３５と短絡
部１１４９とからなる構成としたものを示す。なお、上記した実施形態２と同様の構造、
作用及び効果について重複する説明は省略する。
【０１１３】
　本実施形態に係る各共通電極接続配線部１１３０は、図２５に示すように、部分的に形
成された開口部１１３４によって多数本の区分共通電極接続配線部１１３５に区分される
とともに、隣り合う区分共通電極接続配線部１１３５同士が短絡部１１４９により短絡さ
れた構成となっている。短絡部１１４９は、区分共通電極接続配線部１１３５及び開口部
１１３４の延在方向と直交する方向（区分共通電極接続配線部１１３５及び開口部１１３
４の並列方向）に沿って延在することで、横切る各区分共通電極接続配線部１１３５に対
して接続されている。短絡部１１４９は、区分共通電極接続配線部１１３５及び開口部１
１３４の延在方向について間欠的に複数本配されている。各区分共通電極接続配線部１１
３５は、その延在方向について複数箇所において間欠的に短絡部１１４９に接続されてい
る。従って、いずれかの区分共通電極接続配線部１１３５に断線が生じた場合でも、その
断線箇所を挟んだ両側部分がそれぞれ短絡部１１４９により隣り合う区分共通電極接続配
線部１１３５に短絡されることで、隣り合う区分共通電極接続配線部１１３５と同電位に
保たれる。しかも、共通電極接続配線部１１３０の面積が短絡部１１４９の分だけ増加す
ることになるので、配線抵抗を低減させることができる。なお、図２５では、ソース側共
通電極接続配線部１１３０Ｓのみを図示しているが、ゲート側共通電極接続配線部に関し
ても同様に短絡部１１４９を有している。
【０１１４】
　＜実施形態１３＞
　本発明の実施形態１３を図２６によって説明する。この実施形態１３では、上記した実
施形態２から、各共通電極接続配線部１２３０に形成される開口部１２３４の平面形状を
変更したものを示す。なお、上記した実施形態２と同様の構造、作用及び効果について重
複する説明は省略する。
【０１１５】
　本実施形態に係る各共通電極接続配線部１２３０には、図２６に示すように、トランス
ファパッド部１２３０ａの延在方向に沿って延在する形で開口部１２３４が形成されてい
る。つまり、本実施形態に係る開口部１２３４は、上記した実施形態２に記載した開口部
３４とは延在方向が直交する平面形状を有している、点で異なる。なお、図２６では、ソ
ース側共通電極接続配線部１２３０Ｓのみを図示しているが、ゲート側共通電極接続配線
部に関しても同様の開口部１２３４が形成されている。
【０１１６】
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　＜実施形態１４＞
　本発明の実施形態１４を図２７によって説明する。この実施形態１４では、上記した実
施形態１３から、各共通電極接続配線部１３３０が区分共通電極接続配線部１３３５と短
絡部１３４９とからなる構成、つまり上記した実施形態１２と同様の構成としたものを示
す。なお、上記した実施形態１２，１３と同様の構造、作用及び効果について重複する説
明は省略する。
【０１１７】
　本実施形態に係る各共通電極接続配線部１３３０は、図２７に示すように、部分的に形
成された開口部１３３４によって多数本の区分共通電極接続配線部１３３５に区分される
とともに、隣り合う区分共通電極接続配線部１３３５同士が短絡部１３４９により短絡さ
れた構成となっている。短絡部１３４９は、区分共通電極接続配線部１３３５及び開口部
１３３４の延在方向、つまりトランスファパッド部１３３０ａの延在方向と直交する方向
（区分共通電極接続配線部１３３５及び開口部１３３４の並列方向）に沿って延在するこ
とで、横切る各区分共通電極接続配線部１３３５に対して接続されている。短絡部１３４
９は、区分共通電極接続配線部１３３５及び開口部１３３４の延在方向について間欠的に
複数本配されている。各区分共通電極接続配線部１３３５は、その延在方向について複数
箇所において間欠的に短絡部１３４９に接続されている。なお、短絡部１３４９の作用な
どに関しては、上記した実施形態１２と同様である。また、図２７では、ソース側共通電
極接続配線部１３３０Ｓのみを図示しているが、ゲート側共通電極接続配線部に関しても
同様に短絡部１３４９を有している。
【０１１８】
　＜実施形態１５＞
　本発明の実施形態１５を図２８によって説明する。この実施形態１５では、上記した実
施形態１から、視差バリアパネル５０を追加したものを示す。なお、上記した実施形態１
と同様の構造、作用及び効果について重複する説明は省略する。
【０１１９】
　本実施形態に係る液晶表示装置１４１０は、図２８に示すように、視差バリアパネル５
０を備えている。視差バリアパネル５０は、液晶パネル１４１１とバックライト装置１４
１４との間に挟み込まれる（介在する）形で配されている。視差バリアパネル５０は、バ
ックライト装置１４１４を構成する光学シート１４２５上に積層する形で配されるととも
に、液晶パネル１４１１における裏側の板面に対して接着材５１を介して固着されている
。この接着材５１は、液晶パネル１４１１とタッチパネル１４１５とを固着する接着材２
８と同様のものである。視差バリアパネル５０は、一対の透明な（透光性を有する）ガラ
ス製の基板５０ａ，５０ｂと、両基板５０ａ，５０ｂ間に介在し、電界印加に伴って光学
特性が変化する物質である液晶分子を含む液晶層（図示せず）とを備え、両基板５０ａ，
５０ｂが液晶層の厚さ分のギャップを維持した状態で図示しないシール部によって貼り合
わせられており、いわゆる液晶パネルとされる。視差バリアパネル５０は、液晶パネル１
４１１とほぼ同じ画面サイズを有する。なお、裏側に配された基板５０ｂの外面側には、
偏光板５０ｃが貼り付けられている。また、視差バリアパネル５０における裏側の板面に
は、ＬＥＤ１４２２を実装したＬＥＤ基板１４２３が貼り付けられている。そして、この
視差バリアパネル５０は、液晶層に印加する電圧に応じて液晶分子の配向状態並びに光透
過率を制御することで、図示しないバリア部を形成することが可能とされ、それにより液
晶パネル１４１１の画素部（図示せず）に表示された画像を視差により分離して観察者（
使用者）に観察させることができるものとされる。ところで、本実施形態に係る液晶表示
装置１４１０は、車載型情報端末に用いられるものであるため、その使用者は、車の運転
席と助手席との双方に存在する場合があるのに対し、液晶表示装置１４１０は、運転席と
助手席との間に配置される場合がある。このような場合において、例えば液晶パネル１４
１１の表示面に運転席用画像と助手席用画像とを表示させるとともに、視差バリアパネル
５０における液晶層の光透過率を制御してバリア部を形成することで、運転席の使用者に
は運転席用画像のみを視認させ、助手席の使用者には助手席用画像のみを視認させること
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が可能とされる。このように、液晶表示装置１４１０に視差バリアパネル５０を追加する
ことで、異なる２方向の視角に存する観察者に対して異なる画像を観察させるマルチビュ
ー（デュアルビュー）機能を奏することができる。
【０１２０】
　＜他の実施形態＞
　本発明は上記記述及び図面によって説明した実施形態に限定されるものではなく、例え
ば次のような実施形態も本発明の技術的範囲に含まれる。
　（１）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、共通電極接続配
線部に形成される開口部の幅寸法と、区分共通電極接続配線部の線幅とが同一とされたも
のを示したが、開口部の幅寸法と、区分共通電極接続配線部の線幅とが異なる構成、つま
り開口部の幅寸法が区分共通電極接続配線部の線幅よりも大きい構成、または開口部の幅
寸法が区分共通電極接続配線部の線幅よりも小さい構成を採ることも可能である。その場
合でも、開口部の幅寸法は、区分共通電極接続配線部の線幅の１／３以上の大きさとされ
るのが好ましい。また、共通電極接続配線部に形成される開口部の幅寸法が２種類以上設
定される構成としたり、区分共通電極接続配線部の線幅が２種類以上設定される構成とす
ることも可能である。
【０１２１】
　（２）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、信号配線接続配
線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）の線幅と、隣り合う信号配線接続
配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）間の配列ピッチとが同一とされ
たものを示したが、信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部
）の線幅と、隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線
部）間の配列ピッチとが異なる構成、つまり開口部の幅寸法が区分共通電極接続配線部の
線幅よりも大きい構成、または信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線
接続配線部）の線幅が隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線
接続配線部）間の配列ピッチよりも小さい構成を採ることも可能である。また、信号配線
接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）の線幅が２種類以上設定さ
れる構成としたり、隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接
続配線部）間の配列ピッチが２種類以上設定される構成とすることも可能である。
【０１２２】
　（３）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、共通電極接続配
線部に形成される開口部の幅寸法が、信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲー
ト配線接続配線部）の線幅と同一とされたものを示したが、共通電極接続配線部に形成さ
れる開口部の幅寸法が、信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配
線部）の線幅とが異なる構成、つまり開口部の幅寸法が信号配線接続配線部（ソース配線
接続配線部、ゲート配線接続配線部）の線幅よりも大きい構成、または開口部の幅寸法が
信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）の線幅よりも小さ
い構成を採ることも可能である。その場合でも、開口部の幅寸法は、信号配線接続配線部
（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）の線幅の１／３以上の大きさとされる
のが好ましい。
【０１２３】
　（４）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、区分共通電極接
続配線部の線幅が、信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部
）の線幅と同一とされたものを示したが、区分共通電極接続配線部の線幅の幅寸法が、信
号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）の線幅とが異なる構
成、つまり区分共通電極接続配線部の線幅が信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部
、ゲート配線接続配線部）の線幅よりも大きい構成、または区分共通電極接続配線部の線
幅が信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）の線幅よりも
小さい構成を採ることも可能である。
【０１２４】
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　（５）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、共通電極接続配
線部に形成される開口部の幅寸法が、隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線
部、ゲート配線接続配線部）間の配列ピッチと同一とされたものを示したが、共通電極接
続配線部に形成される開口部の幅寸法が、隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続
配線部、ゲート配線接続配線部）間の配列ピッチとが異なる構成、つまり開口部の幅寸法
が隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）間の配
列ピッチよりも大きい構成、または開口部の幅寸法が隣り合う信号配線接続配線部（ソー
ス配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）間の配列ピッチよりも小さい構成を採ること
も可能である。
【０１２５】
　（６）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、区分共通電極接
続配線部の線幅が、隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接
続配線部）間の配列ピッチと同一とされたものを示したが、区分共通電極接続配線部の線
幅の幅寸法が、隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配
線部）間の配列ピッチとが異なる構成、つまり区分共通電極接続配線部の線幅が隣り合う
信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）間の配列ピッチの
線幅よりも大きい構成、または区分共通電極接続配線部の線幅が隣り合う信号配線接続配
線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）間の配列ピッチよりも小さい構成
を採ることも可能である。
【０１２６】
　（７）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、共通電極接続配
線部に形成される開口部の幅寸法と、区分共通電極接続配線部の線幅と、区分共通電極接
続配線部の線幅と、隣り合う信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接
続配線部）間の配列ピッチとがいずれも１０μｍとされた場合を示したが、その具体的な
数値は適宜（例えば、それぞれ３μｍ）に変更可能である。
【０１２７】
　（８）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、共通電極接続配
線部の面積に対する開口部の総面積の比率が約５０％程度とされた場合を示したが、その
具体的な数値は適宜に変更可能である。その場合でも、信号配線接続配線部（ソース配線
接続配線部、ゲート配線接続配線部）の総面積に対する、隣り合う信号配線接続配線部（
ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）間の開口部位の総面積の比率が約５０％
のときの、共通電極接続配線部の面積に対する開口部の総面積の比率は、１８％以上確保
するのが液晶表示装置の外観を良好に保つ上で好ましい。
【０１２８】
　（９）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、信号配線接続配
線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）の総面積に対する、隣り合う信号
配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）間の開口部位の総面積
の比率が約５０％程度とされた場合を示したが、その具体的な数値は適宜に変更可能であ
る。
【０１２９】
　（１０）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）では、共通電極接続
配線部に形成する開口部が細長いスリット状をなすものを示したが、例えば、開口部が平
面に視て四角形（正方形、長方形）、三角形、丸形、楕円形、台形、五角形以上の多角形
などとされるものも本発明に含まれる。その場合、信号配線接続配線部（ソース配線接続
配線部、ゲート配線接続配線部）の延在方向に沿って多数の開口部を間欠的に並列配置す
るのが好ましい。
【０１３０】
　（１１）上記した各実施形態（実施形態３から実施形態６を除く）以外にも、共通電極
接続配線部に形成する開口部の具体的な平面形状、設置数、及び形成範囲などは適宜に変
更可能である。例えば、上記した実施形態２，１３に記載した平面形状の開口部を上記し
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た実施形態１に記載した共通電極接続配線部に適用することも可能である。また、開口部
の平面形状、設置数、及び形成範囲などを変更するのに伴い、区分共通電極接続配線部の
平面形状、設置本数、及び形成範囲などを適宜に変更することができる。
【０１３１】
　（１２）上記した実施形態１１，１２，１４以外にも、短絡部の平面形状（延在方向な
ど）、設置本数、及び形成範囲などは適宜に変更可能である。例えば、短絡部をＸ軸方向
及びＹ軸方向の双方に対して傾いた方向に沿って延在させる構成などとすることが可能で
ある。また、Ｘ軸方向に沿って延在する短絡部と、Ｙ軸方向に沿って延在する短絡部と、
Ｘ軸方向及びＹ軸方向の双方に対して傾いた方向に沿って延在する短絡部との中から２つ
または３つを組み合わせて配置することも可能である。
【０１３２】
　（１３）上記した各実施形態では、共通電極接続配線部にシール用開口部を形成した場
合を示したが、シール部を熱によって硬化する熱硬化性樹脂材料からなる構成としたり、
シール部を硬化させる紫外線の照射方向などを工夫すれば、シール用開口部を省略するこ
とも可能である。
【０１３３】
　（１４）上記した各実施形態では、シール部が紫外線硬化性樹脂材料からなる場合を示
したが、シール部を可視光線で硬化する光硬化性樹脂材料からなる構成としたり、熱によ
って硬化する熱硬化性樹脂材料からなる構成とすることも可能である。
【０１３４】
　（１５）上記した各実施形態では、共通電極接続配線部におけるトランスファパッド部
がシール重畳部に対して表示部側に配される構成のものを例示したが、シール重畳部がト
ランスファパッド部に対して表示部側に配される構成とすることも可能である。
【０１３５】
　（１６）上記した実施形態２（実施形態４，６，８，１０）では、第１ソース側検査配
線における傾斜状部に形成した第２開口部が、傾斜状部に沿って延在するスリット状に形
成された場合を示したが、例えば第２開口部が平面に視て四角形（正方形、長方形）、三
角形、丸形、楕円形、台形、五角形以上の多角形などとされるものも本発明に含まれる。
その場合、傾斜状部の延在方向に沿って多数の第２開口部を間欠的に並列配置するのが好
ましい。
【０１３６】
　（１７）上記した実施形態２（実施形態４，６，８，１０）では、第１ソース側検査配
線における傾斜状部に第２開口部を形成したものを示したが、第１真直状部や第２真直状
部にも第２開口部を形成することも可能である。
【０１３７】
　（１８）上記した実施形態２（実施形態４，６，８，１０）では、第１ソース側検査配
線に第２開口部を形成したものを示したが、第２ソース側検査配線にも第２開口部を形成
することも可能である。
【０１３８】
　（１９）上記した実施形態２（実施形態４，６，８，１０）では、第１ソース側検査配
線に第２開口部を形成したものを示したが、第１ゲート側検査配線部や第２ゲート側検査
配線部に第２開口部を形成することも可能である。
【０１３９】
　（２０）上記した実施形態２（実施形態４，６，８，１０）では、全ての第１ソース側
検査配線に第２開口部を形成したものを示したが、一部の第１ソース側検査配線のみに第
２開口部を形成し、第２開口部が形成されない第１ソース側検査配線が含まれる構成とす
ることも可能である。
【０１４０】
　（２１）上記した実施形態２（実施形態４，６，８，１０）以外にも、各検査配線の平
面配置、配索経路、線幅、及び配列ピッチなどは適宜に変更可能である。
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【０１４１】
　（２２）上記した実施形態３（実施形態４，７，８）では、一対の配向膜の双方につい
て、各配線部とは平面に視て非重畳となる範囲に形成したものを示したが、いずれか一方
の配向膜についてのみ各配線部とは平面に視て非重畳となる範囲に形成し、他方の配向膜
については実施形態１，２と同様に各配線部とも平面に視て重畳する範囲に形成すること
が可能である。このような構成であっても、各配線部と平面に視て重畳する範囲（液晶非
配向部）に一方の配向膜が存在しないことにより、当該範囲において液晶層に含まれる液
晶分子の配向状態が制御され難くなり、もって当該範囲を光が透過し難くなる。
【０１４２】
　（２３）上記した実施形態５（実施形態６，９，１０）では、一対の配向膜の双方につ
いて、各配線部と平面に視て重畳する範囲を配向非処理部としたものを示したが、いずれ
か一方の配向膜についてのみ各配線部と平面に視て重畳となる範囲を配向非処理部とし、
他方の配向膜については実施形態１，２と同様に全域にわたって配向処理部とすることが
可能である。このような構成であっても、各配線部と平面に視て重畳する範囲（液晶非配
向部）において一方の配向膜に配向非処理部が存在することにより、当該範囲において液
晶層に含まれる液晶分子の配向状態が制御され難くなり、もって当該範囲を光が透過し難
くなる。
【０１４３】
　（２４）上記した実施形態５（実施形態６，９，１０）では、一対の配向膜における配
向処理部と配向非処理部との平面に視た形成範囲が同一とされたものを示したが、一対の
配向膜における配向処理部と配向非処理部との平面に視た形成範囲が互いに異なる設定と
することも可能である。
【０１４４】
　（２５）上記した各実施形態では、配向膜の配向処理としてラビング処理を行うものを
示したが、配向処理として光配向処理を行うものについても本発明は適用可能である。
【０１４５】
　（２６）上記した各実施形態以外にも、信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、
ゲート配線接続配線部）及び共通電極接続配線部を構成する具体的な金属材料は適宜に変
更可能である。例えば、信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配
線部）及び共通電極接続配線部をソース配線と同一の金属材料からなる構成としてもよい
。さらには、信号配線接続配線部（ソース配線接続配線部、ゲート配線接続配線部）と共
通電極接続配線部とで異なる金属材料からなる構成とすることも可能である。
【０１４６】
　（２７）上記した各実施形態では、画素部のＴＦＴ（ダミー画素部のダミーＴＦＴ、及
びＥＳＤ保護部）が半導体膜としてアモルファスシリコン薄膜を有する構成のものを示し
たが、それ以外にも、例えば、酸化物半導体（例えば、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ－Ｏ系（酸化物
）半導体（酸化インジウムガリウム亜鉛））などからなる半導体膜を用いることも可能で
ある。酸化物半導体を用いる場合には、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ－Ｏ系（酸化物）半導体（酸化
インジウムガリウム亜鉛）以外にも、例えば、インジウム（Ｉｎ）、シリコン（Ｓｉ）及
び亜鉛（Ｚｎ）を含む酸化物、インジウム（Ｉｎ）、アルミニウム（Ａｌ）及び亜鉛（Ｚ
ｎ）を含む酸化物、錫（Ｓｎ）、シリコン（Ｓｉ）及び亜鉛（Ｚｎ）を含む酸化物、錫（
Ｓｎ）、アルミニウム（Ａｌ）及び亜鉛（Ｚｎ）を含む酸化物、錫（Ｓｎ）、ガリウム（
Ｇａ）及び亜鉛（Ｚｎ）を含む酸化物、ガリウム（Ｇａ）、シリコン（Ｓｉ）及び亜鉛（
Ｚｎ）を含む酸化物、ガリウム（Ｇａ）、アルミニウム（Ａｌ）及び亜鉛（Ｚｎ）を含む
酸化物、インジウム（Ｉｎ）、銅（Ｃｕ）及び亜鉛（Ｚｎ）を含む酸化物、錫（Ｓｎ）、
銅（Ｃｕ）及び亜鉛（Ｚｎ）を含む酸化物などを用いることができる。
　また、多結晶化されたシリコン薄膜の一種であるＣＧシリコン（Continuous Grain Sil
icon）薄膜からなる半導体膜を用いることも可能である。ＣＧシリコン薄膜は、例えばア
モルファスシリコン薄膜に金属材料を添加し、５５０℃以下程度の低温で短時間の熱処理
を行うことで形成されており、それによりシリコン結晶の結晶粒界における原子配列に連
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続性を有している。ＣＧシリコン薄膜は、アモルファスシリコン薄膜などに比べると、電
子移動度が例えば２００～３００ｃｍ２／Ｖｓ程度と高くなっているので、ＴＦＴを容易
に小型化して画素電極の透過光量を極大化することができ、もって高精細化及び低消費電
力化を図る上で好適とされる。このような半導体膜を有するＴＦＴは、半導体膜が最下層
に配され、その上層側に絶縁膜を介してゲート電極が積層されてなる、スタガ型（コプレ
ーナ型）とされている。
【０１４７】
　（２８）上記した各実施形態では、アレイ基板にＥＳＤ保護部やダミー画素部を設けた
ものを示したが、これらのいずれかを省略することも可能である。
【０１４８】
　（２９）上記した各実施形態以外にも、ドライバの具体的な設置数は変更することが可
能である。また、ゲート側ドライバを省略することも可能である。
【０１４９】
　（３０）上記した各実施形態では、ドライバをアレイ基板上に直接ＣＯＧ実装したもの
を示したが、アレイ基板に対してＡＣＦを介して接続したフレキシブル基板上にドライバ
を実装するようにしたものも本発明に含まれる。
【０１５０】
　（３１）上記した各実施形態では、ＴＮ型の液晶パネルについて例示したが、それ以外
にも、ＶＡ型、ＭＶＡ型、ＩＰＳ型、ＦＦＳ型の各液晶パネルにも本発明は適用可能であ
る。
【０１５１】
　（３２）上記した各実施形態では、ケーシングによってタッチパネル、液晶パネル、及
びバックライト装置が一括して収容される構成の液晶表示装置について例示したが、バッ
クライト装置を構成する部品を収容するシャーシを追加することも可能である。その場合
、ＬＥＤ基板を液晶パネルに貼り付けることなく、シャーシ内に収容することが可能であ
る。
【０１５２】
　（３３）上記した各実施形態では、エッジライト型のバックライト装置を備えた液晶表
示装置について例示したが、直下型バックライト装置を備えた液晶表示装置にも本発明は
適用可能である。
【０１５３】
　（３４）上記した各実施形態では、バックライト装置の光源としてＬＥＤを用いた場合
を示したが、他の光源（例えば有機ＥＬなど）を用いることも可能である。
【０１５４】
　（３５）上記した各実施形態では、外部光源であるバックライト装置を備えた透過型の
液晶表示装置を例示したが、本発明は、バックライト装置からの光を利用して表示を行う
透過表示と、外光を利用して表示を行う反射表示の両方の機能を備えた半透過型（反射透
過両用型）液晶表示装置にも適用可能である。
【０１５５】
　（３６）上記した各実施形態では、液晶表示装置のスイッチング素子としてＴＦＴを用
いたが、ＴＦＴ以外のスイッチング素子（例えば薄膜ダイオード（ＴＦＤ））を用いた液
晶表示装置にも適用可能であり、またカラー表示する液晶表示装置以外にも、白黒表示す
る液晶表示装置にも適用可能である。
【０１５６】
　（３７）上記した各実施形態では、液晶パネルに対して表側にタッチパネルが配された
ものを示したが、例えば液晶パネルを構成するＣＦ基板にタッチパネルパターンを形成す
る構成とすれば、タッチパネルを省略することも可能である。それ以外にも、液晶パネル
にタッチパネルパターンを形成せず、単純にタッチパネルを省略することも可能である。
【０１５７】
　（３８）上記した実施形態１５では、視差バリアパネルが液晶パネルとバックライト装
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間に配置することも可能である。それ以外にも、視差バリアパネルをタッチパネルの外側
に配置し、タッチパネルを視差バリアパネルと液晶パネルとの間に挟み込む配置とするこ
とも可能である。
【０１５８】
　（３９）上記した実施形態１５では、視差バリアパネルがマルチビュー機能を奏する場
合を示したが、それ以外にも観察者に三次元画像を観察させる機能を奏する視差バリアパ
ネルを用いることも可能である。
【０１５９】
　（４０）上記した各実施形態では、車載型情報端末に用いる液晶表示装置について例示
したが、それ以外にも、携帯電話（スマートフォンなどを含む）、ノートパソコン（タブ
レット型ノートパソコンなどを含む）、デジタルフォトフレーム、携帯型ゲーム機などに
用いられる液晶表示装置にも本発明は適用可能である。
【符号の説明】
【０１６０】
　１１，１１１，２１１，３１１，４１１，５１１，６１１，７１１，８１１，９１１，
１４１１…液晶パネル（表示装置）、１１ａ，１１１ａ，２１１ａ，３１１ａ，４１１ａ
，５１１ａ，６１１ａ，７１１ａ，８１１ａ，９１１ａ…ＣＦ基板（基板）、１１ｂ，１
１１ｂ，２１１ｂ，３１１ｂ，４１１ｂ，５１１ｂ，６１１ｂ，７１１ｂ，８１１ｂ，９
１１ｂ…アレイ基板（基板）、１１ｃ，２１１ｃ，３１１ｃ，４１１ｃ，５１１ｃ，６１
１ｃ，７１１ｃ，８１１ｃ，９１１ｃ…液晶層、１１ｄ，２１１ｄ，３１１ｄ，４１１ｄ
，５１１ｄ，６１１ｄ，７１１ｄ，８１１ｄ，９１１ｄ…配向膜、１１ｅ，２１１ｅ，３
１１ｅ，４１１ｅ，５１１ｅ，６１１ｅ，７１１ｅ，８１１ｅ，９１１ｅ…配向膜、１１
ｉ，１１１ｉ，２１１ｉ，６１１ｉ…遮光層（遮光部）、１１ｊ，４１１ｊ，５１１ｊ，
６１１ｊ，７１１ｊ，８１１ｊ，９１１ｊ…共通電極、１１ｋ，２１１ｋ，３１１ｋ，４
１１ｋ，５１１ｋ，６１１ｋ，７１１ｋ，８１１ｋ，９１１ｋ…シール部、１８…画素電
極、２１，１２１…ドライバ（信号処理部）、２９，１２９，２２９，３２９…信号配線
接続配線部（幅狭配線部、配線部）、３０，１３０，２３０，３３０，４３０，５３０，
６３０，７３０，８３０，９３０，１０３０，１１３０，１２３０，１３３０…共通電極
接続配線部（幅広配線部）、３１，１３１，２３１，３３１…ダミー画素部（第２の遮光
部）、３２，１３２，２３２，３３２，４３２…ＥＳＤ保護部（第２の遮光部）、３４，
１３４，２３４，３３４，６３４，７３４，８３４，９３４，１０３４，１１３４，１２
３４，１３３４…開口部、３５，１０３５，１１３５，１２３５，１３３５…区分共通電
極接続配線部（区分配線部）、３６…配向膜重畳部、３７，６３７，７３７…配向膜非重
畳部、３８，２３８，３３８…シール重畳部、３９…シール非重畳部、４０，２４０…シ
ール用開口部、４２，３４２…検査配線（幅狭配線部、幅広配線部、配線部、検査配線部
）、４３…第２開口部（開口部）、４７，４４７，５４７，６４７，７４７，８４７，９
４７…液晶配向部、４８，４４８，５４８，６４８，７４８，８４８，９４８…液晶非配
向部、４９，１１４９，１３４９…短絡部、ＡＡ…表示部、ＡＦＡ…配向膜配置領域、Ａ
ＦＮＡ…配向膜非配置領域、ＡＰ…配向処理部、ＡＮＰ…配向非処理部、ＮＡＡ…非表示
部
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【手続補正書】
【提出日】平成27年10月15日(2015.10.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像を表示可能な表示部と、
　前記表示部外の非表示部と、
　少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮光部と、
　前記非表示部において複数が間欠的に並列する形で配される幅狭配線部と、
　前記非表示部に配されて前記幅狭配線部に比べて線幅が広く且つ部分的に開口部が形成
されてなる幅広配線部と、を備える表示装置。
【請求項２】
　前記幅広配線部は、その面積と前記開口部の面積との比率が、前記幅狭配線部の面積と
隣り合う前記幅狭配線部の間に有される開口部位における面積との比率とほぼ等しくなる
よう形成されている請求項１記載の表示装置。
【請求項３】
　前記幅広配線部は、前記開口部によって区分されることで複数が間欠的に並列する形で
配される区分配線部からなる請求項１または請求項２記載の表示装置。
【請求項４】
　前記幅広配線部は、前記区分配線部の線幅が前記幅狭配線部の線幅と等しく、且つ隣り
合う前記区分配線部の間の間隔が隣り合う前記幅狭配線部の間の間隔と等しくなるよう形
成されている請求項３記載の表示装置。
【請求項５】
　前記幅広配線部は、隣り合う前記区分配線部同士を短絡する短絡部を備えている請求項
３または請求項４記載の表示装置。
【請求項６】
　前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜と、
を備えており、
　前記幅狭配線部は、前記配向膜と平面に視て少なくとも一部が重畳するよう配されるの
に対し、前記幅広配線部は、前記配向膜と平面に視て重畳する配向膜重畳部と、前記配向
膜と平面に視て非重畳とされる配向膜非重畳部とを含むとともに、少なくとも前記配向膜
重畳部に前記開口部が形成された構成とされる請求項１から請求項５のいずれか１項に記
載の表示装置。
【請求項７】
　前記一対の基板間に介在するとともに前記液晶層を取り囲む形で配されることで前記液
晶層を封止するシール部を備えており、
　前記シール部は、光硬化性樹脂からなるのに対し、前記配向膜非重畳部は、前記シール
部と平面に見て重畳するシール重畳部と、前記シール部と平面に視て非重畳とされるシー
ル非重畳部とを含むとともに、このうちの前記シール重畳部には前記シール部を硬化させ
るための光を透過するシール用開口部が選択的に形成されている請求項６記載の表示装置
。
【請求項８】
　前記一対の基板のうち、一方の基板における前記液晶層側の板面には、前記幅狭配線部
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及び前記幅広配線部と共に少なくとも画素電極が形成されているのに対し、他方の基板に
おける前記液晶層側の板面には、前記遮光部と共に少なくとも前記画素電極と対向する共
通電極が形成されており、
　前記幅広配線部は、前記シール非重畳部が前記共通電極に対して電気的に接続されてい
る請求項７記載の表示装置。
【請求項９】
　前記非表示部には、外部の信号供給源から供給される入力信号を処理して生成した出力
信号を前記表示部に出力する信号処理部が、間隔を空けて複数備えられており、
　前記幅狭配線部は、前記信号処理部と前記表示部とを繋ぐ形で形成されることで前記出
力信号を前記表示部に伝送することが可能とされるとともに、それぞれの前記信号処理部
から前記表示部に向けて扇状に広がるよう引き回されており、
　前記幅広配線部は、隣り合う前記信号処理部からそれぞれ引き回される前記幅狭配線部
の間に挟み込まれる形で配されている請求項１から請求項８のいずれか１項に記載の表示
装置。
【請求項１０】
　前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜と、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部において前記幅狭配線
部及び前記幅広配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記液晶層に含まれる
前記液晶分子を非配向とする液晶非配向部と、を備える請求項１から請求項５のいずれか
１項に記載の表示装置。
【請求項１１】
　画像を表示可能な表示部と前記表示部外の非表示部とに区分される一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面の前記表示部に配されるとともに前記液晶
層に含まれる液晶分子を配向する一対の液晶配向部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮
光部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における前記非表示部において複数が間欠的に並列する
形で配される配線部と、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部において少なくとも前
記配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記液晶層に含まれる前記液晶分子
を非配向とする液晶非配向部と、を備え、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて少なくとも前記表示部に配さ
れる一対の配向膜を備えており、
　前記液晶配向部は、前記一対の配向膜における前記表示部に配される部分により構成さ
れているのに対し、前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記液晶層側の板
面に、前記一対の配向膜の少なくともいずれか一方が前記配線部と平面に視て非重畳とな
る範囲に選択的に配されることで前記配向膜の配置されない配向膜非配置領域が有されて
いて、前記液晶非配向部は、前記配向膜非配置領域からなる表示装置。
【請求項１２】
　前記一対の配向膜は、前記表示部と前記非表示部とに跨る形で配されており、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部には、前記一対の配向
膜と平面に視て重畳し且つ前記配線部よりも前記表示部側に配されるとともに光を遮る第
２の遮光部が形成されている請求項１１記載の表示装置。
【請求項１３】
　画像を表示可能な表示部と前記表示部外の非表示部とに区分される一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
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　前記一対の基板における前記液晶層側の板面の前記表示部に配されるとともに前記液晶
層に含まれる液晶分子を配向する一対の液晶配向部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮
光部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における前記非表示部において複数が間欠的に並列する
形で配される配線部と、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部において少なくとも前
記配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記液晶層に含まれる前記液晶分子
を非配向とする液晶非配向部と、を備え、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配される一対の配向膜を備えており、
　前記一対の配向膜における前記表示部に配される部分が配向処理を成された配向処理部
とされるのに対し、前記一対の配向膜の少なくともいずれか一方における前記非表示部に
配され且つ少なくとも前記配線部と平面に視て重畳する部分が配向処理がなされない配向
非処理部とされており、
　前記液晶配向部は、前記配向処理部からなるのに対し、前記液晶非配向部は、前記配向
非処理部からなる表示装置。
【請求項１４】
　前記一対の配向膜は、前記一対の基板における平面に視た形成範囲が同一とされており
、
　前記液晶非配向部は、前記一対の基板にそれぞれ配されている請求項１１から請求項１
３のいずれか１項に記載の表示装置。
【手続補正書】
【提出日】平成28年10月19日(2016.10.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像を表示可能な表示部と、
　前記表示部外の非表示部と、
　少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮光部と、
　前記非表示部において複数が間欠的に並列する形で配される幅狭配線部と、
　前記非表示部に配されて前記幅狭配線部に比べて線幅が広く且つ部分的に開口部が形成
されてなる幅広配線部と、を備え、
　前記幅広配線部は、前記開口部によって区分されることで複数が間欠的に並列する形で
配される区分配線部からなり、
　前記幅広配線部は、隣り合う前記区分配線部同士を短絡する短絡部を備えている表示装
置。
【請求項２】
　前記幅広配線部は、その面積と前記開口部の面積との比率が、前記幅狭配線部の面積と
隣り合う前記幅狭配線部の間に有される開口部位における面積との比率とほぼ等しくなる
よう形成されている請求項１記載の表示装置。
【請求項３】
　前記幅広配線部は、前記区分配線部の線幅が前記幅狭配線部の線幅と等しく、且つ隣り
合う前記区分配線部の間の間隔が隣り合う前記幅狭配線部の間の間隔と等しくなるよう形
成されている請求項１または請求項２記載の表示装置。
【請求項４】



(55) JP WO2014/174891 A1 2014.10.30

　画像を表示可能な表示部と、
　前記表示部外の非表示部と、
　少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮光部と、
　前記非表示部において複数が間欠的に並列する形で配される幅狭配線部と、
　前記非表示部に配されて前記幅狭配線部に比べて線幅が広く且つ部分的に開口部が形成
されてなる幅広配線部と、を備え、
　前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜と、
を備えており、
　前記幅狭配線部は、前記配向膜と平面に視て少なくとも一部が重畳するよう配されるの
に対し、前記幅広配線部は、前記配向膜と平面に視て重畳する配向膜重畳部と、前記配向
膜と平面に視て非重畳とされる配向膜非重畳部とを含むとともに、少なくとも前記配向膜
重畳部に前記開口部が形成された構成とされる表示装置。
【請求項５】
　前記一対の基板間に介在するとともに前記液晶層を取り囲む形で配されることで前記液
晶層を封止するシール部を備えており、
　前記シール部は、光硬化性樹脂からなるのに対し、前記配向膜非重畳部は、前記シール
部と平面に見て重畳するシール重畳部と、前記シール部と平面に視て非重畳とされるシー
ル非重畳部とを含むとともに、このうちの前記シール重畳部には前記シール部を硬化させ
るための光を透過するシール用開口部が選択的に形成されている請求項４記載の表示装置
。
【請求項６】
　前記一対の基板のうち、一方の基板における前記液晶層側の板面には、前記幅狭配線部
及び前記幅広配線部と共に少なくとも画素電極が形成されているのに対し、他方の基板に
おける前記液晶層側の板面には、前記遮光部と共に少なくとも前記画素電極と対向する共
通電極が形成されており、
　前記幅広配線部は、前記シール非重畳部が前記共通電極に対して電気的に接続されてい
る請求項５記載の表示装置。
【請求項７】
　前記非表示部には、外部の信号供給源から供給される入力信号を処理して生成した出力
信号を前記表示部に出力する信号処理部が、間隔を空けて複数備えられており、
　前記幅狭配線部は、前記信号処理部と前記表示部とを繋ぐ形で形成されることで前記出
力信号を前記表示部に伝送することが可能とされるとともに、それぞれの前記信号処理部
から前記表示部に向けて扇状に広がるよう引き回されており、
　前記幅広配線部は、隣り合う前記信号処理部からそれぞれ引き回される前記幅狭配線部
の間に挟み込まれる形で配されている請求項１から請求項６のいずれか１項に記載の表示
装置。
【請求項８】
　画像を表示可能な表示部と、
　前記表示部外の非表示部と、
　少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮光部と、
　前記非表示部において複数が間欠的に並列する形で配される幅狭配線部と、
　前記非表示部に配されて前記幅狭配線部に比べて線幅が広く且つ部分的に開口部が形成
されてなる幅広配線部と、を備え、
　前記表示部と前記非表示部とに区分されている一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて前記表示部と前記非表示部と
に跨る形で配されるとともに前記液晶層に含まれる液晶分子を配向する一対の配向膜と、
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　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部において前記幅狭配線
部及び前記幅広配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記液晶層に含まれる
前記液晶分子を非配向とする液晶非配向部と、を備える表示装置。
【請求項９】
　画像を表示可能な表示部と前記表示部外の非表示部とに区分される一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持される液晶層と、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面の前記表示部に配されるとともに前記液晶
層に含まれる液晶分子を配向する一対の液晶配向部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における少なくとも前記非表示部に配されて光を遮る遮
光部と、
　前記一対の基板のいずれか一方における前記非表示部において複数が間欠的に並列する
形で配される配線部と、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部において少なくとも前
記配線部と平面に視て重畳する形で配されるとともに前記液晶層に含まれる前記液晶分子
を非配向とする液晶非配向部と、を備え、
　前記一対の基板における前記液晶層側の板面に形成されて少なくとも前記表示部に配さ
れる一対の配向膜を備えており、
　前記液晶配向部は、前記一対の配向膜における前記表示部に配される部分により構成さ
れているのに対し、前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記液晶層側の板
面に、前記一対の配向膜の少なくともいずれか一方が前記配線部と平面に視て非重畳とな
る範囲に選択的に配されることで前記配向膜の配置されない配向膜非配置領域が有されて
いて、前記液晶非配向部は、前記配向膜非配置領域からなる表示装置。
【請求項１０】
　前記一対の配向膜は、前記表示部と前記非表示部とに跨る形で配されており、
　前記一対の基板の少なくともいずれか一方における前記非表示部には、前記一対の配向
膜と平面に視て重畳し且つ前記配線部よりも前記表示部側に配されるとともに光を遮る第
２の遮光部が形成されている請求項９記載の表示装置。
【請求項１１】
　前記一対の配向膜は、前記一対の基板における平面に視た形成範囲が同一とされており
、
　前記液晶非配向部は、前記一対の基板にそれぞれ配されている請求項９または請求項１
０記載の表示装置。
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摘要(译)

液晶面板（显示装置）11包括能够显示图像的显示部分AA，显示部分AA
外部的非显示部分NAA，至少设置在非显示部分NAA以遮挡光的遮光层
（遮光部分）11i，信号布线连接布线部分（窄布线部分）29以多个间歇
并列的方式布置在非显示部分NAA中，信号布线连接布线部分（窄布线
部分）29布置在非显示部分NAA中，并且公共电极连接布线部分（宽布
线部分）30，其具有宽的宽度并且部分地具有开口部分34。
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